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イスラエル中央統計局（CBS）によると、2009年度のイスラエルの人口は、740万人を超え

た。近年の年間人口増加率は、おおよそ1.8%となっている。 

 

( )

アラブ系 ユダヤ系 その他 合計
年間増加
率

1997 1,069.4 4,701.6 129.0 5,900.0

1998 1,105.4 4,785.1 150.9 6,041.4 2.4%

1999 1,143.9 4,872.8 192.4 6,209.1 2.8%

2000 1,188.7 4,955.4 225.2 6,369.3 2.6%

2001 1,227.5 5,025.0 256.3 6,508.8 2.2%

2002 1,263.9 5,094.2 273.0 6,631.1 1.9%

2003 1,301.6 5,165.4 281.4 6,748.4 1.8%

2004 1,340.2 5,237.6 291.7 6,869.5 1.8%

2005 1,377.1 5,313.8 299.8 6,990.7 1.8%

2006 1,413.3 5,393.4 310.0 7,116.7 1.8%

2007 1,450.0 5,478.2 315.4 7,243.6 1.8%

2008 1,487.6 5,569.2 317.2 7,374.0 1.8%

2009 1,505.0 5,611.8 317.2 7,434.0
出所 : 中央統計局 (CBS)  

 

イスラエルの平均年齢は1955年で24.6歳、2000年では27.7歳、2007年では29.7歳と年々高

くなっている。2007年のイスラエルの女性の平均年齢は29.9歳で、男性の27.6歳より高い。 

 
年齢、性別ごとの人口 (卖位 : 千人)

年 合計 0-4  5-14 15-19 20-24 25-34 35-44 45-54 55-64 65-74 75+

1955 1,789.1 254.1 376.2 138.5 136.4 259.9 224.9 197.2 116.7 59.5 25.7

1960 2,150.4 266.2 507.6 167.9 154.1 287.0 252.0 250.1 158.7 73.9 32.9

1970 3,022.0 362.8 632.0 314.1 290.7 363.4 311.4 282.5 261.2 145.7 58.3

1980 3,921.7 473.7 828.6 338.5 334.4 632.7 367.0 327.5 281.1 229.8 108.5

1990 4,821.8 515.3 978.4 453.9 390.3 691.9 643.9 379.5 326.4 256.9 185.3

1995 5,612.3 574.1 1,074.3 511.7 481.6 770.8 723.2 539.1 383.0 331.8 222.7

2000 6,369.3 654.7 1,162.5 551.5 537.9 934.8 762.8 716.9 425.4 346.7 276.1

2006 7,116.7 725.3 1,292.5 577.7 568.5 1,071.6 839.8 754.1 585.0 376.6 325.5

2007 7,243.6 737.4 1,317.4 585.1 572.5 1,084.6 863.1 754.3 621.0 375.1 333.0

男性 3,581.2 378.3 675.6 299.3 291.4 545.0 428.6 363.6 296.1 169.4 133.9

女性 3,662.5 359.0 641.8 285.9 281.1 539.7 434.5 390.7 324.9 205.8 199.1

出所 : CBS
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( %

0-4 5-14 15-19 20-24 25-34 35-44 45-54 55-64 65-74 75+

1955 100.0 14.2 21.0 7.7 7.6 14.5 12.6 11.0 6.5 3.3 1.4 24.6 

1960 100.0 12.4 23.6 7.8 7.2 13.3 11.7 11.6 7.4 3.4 1.5 24.4 

1970 100.0 12.0 20.9 10.4 9.6 12.0 10.3 9.3 8.6 4.8 1.9 23.5 

1980 100.0 12.1 21.1 8.6 8.5 16.1 9.4 8.4 7.2 5.9 2.8 24.8 

1990 100.0 10.7 20.3 9.4 8.1 14.3 13.4 7.9 6.8 5.3 3.8 26.0 

1995 100.0 10.2 19.1 9.1 8.6 13.7 12.9 9.6 6.8 5.9 4.0 27.0 

2000 100.0 10.3 18.3 8.7 8.4 14.7 12.0 11.3 6.7 5.4 4.3 27.7 

2006 100.0 10.2 18.2 8.1 8.0 15.1 11.8 10.6 8.2 5.3 4.6 28.6 

2007 100.0 10.2 18.2 8.1 7.9 15.0 11.9 10.4 8.6 5.2 4.6 28.7 

100.0 10.6 18.9 8.4 8.1 15.2 12.0 10.2 8.3 4.7 3.7 27.6 

100.0 9.8 17.5 7.8 7.7 14.7 11.9 10.7 8.9 5.6 5.4 29.9 

出所 : CBS  

 

イスラエルの公式予測によると、人口は 2010年には約 760万人、2030年には約 990万人

に増加すると予測している。 また、2007年に 28.7歳であった平均年齢は、2030年には 32.2

歳になると予測している。 

2030 年の女性の平均年齢も依然、男性の平均年齢 31.2 歳より高い 33.2 歳になると予測して

いる。 
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イスラエルの人口予測（年齢、性別による内訳）：2010年から2030年

2010 2020 2030

女性 男性 合計 女性 男性 合計 女性 男性 合計

合計 3,820.6  3,757.0  7,577.6  4,397.9  4,372.1  8,770.0  4,990.2  4,994.4  9,984.6  

  0 - 4 353.6  375.2  728.8  380.4  403.7  784.0  416.8  442.4  859.2  

  5 - 14 675.6  711.6  1,387.2  728.3  772.3  1,500.6  777.2  824.4  1,601.6  

 15 - 24 581.2  608.0  1,189.2  684.1  718.4  1,402.6  733.0  775.8  1,508.8  

 25 - 34 551.5  562.2  1,113.7  589.5  612.6  1,202.2  688.4  719.8  1,408.2  

 35 - 44 474.0  473.2  947.2  555.3  563.0  1,118.3  591.0  611.7  1,202.7  

 45 - 54 394.3  371.7  765.9  475.0  469.6  944.6  554.8  558.2  1,113.0  

 55 - 64 369.2  334.5  703.7  389.9  358.8  748.7  469.7  455.0  924.6  

 65 - 74 212.7  178.9  391.5  348.4  298.1  646.5  371.1  323.1  694.2  

 75+ 208.6  141.8  350.3  247.0  175.5  422.6  388.3  284.1  672.4  

平均年齢 30.4  28.2  29.3  31.8  29.6  30.7  33.2  31.2  32.2  

出所：グラフ、表ともにCBS
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2007年度、所得階層の最上位グループ (10) の個人所得における可処分所得は、最下位グ

ループ (1) の9.4倍である。 

 
2007年度世帯月収（十分位数） 卖位：シェケル

10 9 8 7 6 5 4 3 2 1 平均

世帯ごとの純収入 25,287 16,511 12,932 11,747 9,944 8,441 6,819 5,478 4,070 2,697 10,463

出所：CBS

 十分位数

 

世帯の収入動向を見てみると、上位20％の所得グループの純所得は、世帯の総純所得の約

40%を占めている。これに対して下位20％の所得グループでは6.5%を占めている。過去10年

間においては、最高所得グループ（10）のシェアが23.5%から24.2%まで上がったのに対して、

最低所得グループ（1）のシェアには大きな変化は見られなかった。 

 

10 9 8 7 6 5 4 3 2 1
1997 23.5 16.0 12.9 11.1 9.4 7.8 6.6 5.8 4.0 2.7 100
1998 23.6 15.7 13.1 11.1 9.4 8.1 6.6 5.6 4.1 2.7 100
1999 23.9 15.7 13.1 10.9 9.3 8.0 6.6 5.6 4.1 2.8 100
2002 24.0 15.7 13.1 11.0 9.6 8.0 6.6 5.4 4.0 2.6 100
2003 23.2 15.9 13.1 11.3 9.8 8.1 6.6 5.3 4.0 2.7 100
2004 23.5 16.2 13.3 11.4 9.5 8.1 6.5 5.1 3.9 2.4 100
2005 24.4 16.0 13.3 11.0 9.5 8.0 6.4 5.0 3.8 2.7 100
2006 24.9 16.0 12.8 10.9 9.5 7.9 6.4 5.1 3.9 2.7 100
2007 24.2 15.8 13.0 11.2 9.5 8.1 6.5 5.2 3.9 2.6 100

BS

 

世帯の耐久消費財保有比率を見ると、年々保有比率は上昇しているものの、所得別にみると

高所得グループと低所得グループには大きな格差がある。 

 
耐久消費財の保有比率の推移

年 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008
電子レンジ 58.1 61.8 67.3 70.9 72.2 74.8 76.4 79.5 82 83.3 82.3
食器洗い機 25.8 27.3 28.6 29.2 29.9 31.1 31.8 32.5 33.2 33.3 35.0
洗濯機 91.2 92.6 92.5 93.4 93.9 94.3 94.7 94.2 94.9 94.6 94.5
衣類乾燥機 24.8 27.9 29.8 30.9 32.6 33.9 35.1 36 37.4 37.8 38.0
エアコン 46.9 46.6 52.5 57.7 58.1 61.5 65.8 67.7 68.5 70.5 73.8
電気掃除機 60.6 62.1 65.1 64.7 65.9 65.3 66.1 66.8 66.3 66.6 65.3
パソコン 36.6 40.7 47.1 49.8 53.8 54.6 59.2 62.4 65.8 68.9 71.0
インターネット 8.2 11.9 19.8 22.5 25.4 30.8 35.3 48.9 54.6 59.3 61.8
固定電話(最低1回線） 94.3 94.4 94.4 91.7 90.9 88.6 86.8 85.1 85.1 84.3 83.6
固定電話(複数回線） 7.8 8.1 9 9.7 9.8 7.6 7.1 6.8 6.4 6.6 6.7
携帯電話(最低1台） 44.5 52.3 63.5 73.8 78.8 80.9 83.7 86.4 87.2 89.3 90.7
携帯電話(複数台） 9.2 14.5 26.8 37.7 44 47.9 52.9 60.1 62.2 64 66.7
ケーブルTVもしくは衛星TV61.9 65.7 70.1 73.2 71.9 70.6 70.1 69 68.1 68 65.0
ビデオ・レコーダー 58.7 64.2 68.2 68.4 66.4 64.8 64.9 62.3 59.3 53 40.8
DVDシステム 7.9 11.9 17.7 24.8 35.6 41.2 48.7 55.2
自家用車(最低１台） 52.9 55.3 54.9 56.6 56.7 57.2 57.3 57.7 60.4 60.9 61.2
自家用車(複数台） 9.9 10.6 12.5 14 14.1 13.4 15.2 15.2 16.3 16.5 17.5
出所：CBS

(卖位：％）
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2008年 所得別耐久消費財保有比率
最上位
（10）

（7)ｸﾞﾙｰﾌﾟ（4）ｸﾞﾙｰﾌﾟ
最下位（1）
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

合計
（平均）

世帯構成員数（人） 2.5 3.0 3.4 4.3 3.3
所得者数（人）/世帯 1.5 1.5 1.2 0.5 1.3
冷蔵庫 99.5 99.9 100.0 99.5 99.8
冷凍庫（Deep-freezer）25.5 20.5 16.8 15.6 20.1
電子レンジ 91.1 89.2 80.1 62.3 82.3
食器 68.9 42.0 22.4 5.2 35.0
洗濯機 96.1 95.8 95.0 88.3 94.5
衣類乾燥機 63.7 44.5 31.3 22.4 38.0
エアコン 93.8 86.5 65.0 41.8 73.8
電気掃除機 86.6 75.4 56.3 39.1 65.3
テレビ 96.7 96.7 85.5 72.8 90.1
テレビ（2台以上） 67.1 61.8 41.6 15.6 49.5
ビデオ・レコーダー 57.8 50.7 34.8 17.7 40.8
DVDシステム 74.1 64.7 49.4 27.9 55.2
DVDシステム（2台以上）13.0 9.4 4.6 0.3 6.8
ケーブル/衛星テレビ 84.6 79.6 57.3 28.3 65.0
パソコン 91.4 78.5 63.2 49.3 71.0
パソコン（2台以上） 37.0 21.3 9.9 4.5 17.4
インターネット利用 87.6 73.3 52.5 27.6 61.8
固定電話（最低1回線） 95.0 90.9 82.1 64.6 83.6
固定電話（２回線以上） 21.2 8.2 2.2 1.1 6.7
携帯電話（最低１台） 97.0 95.4 88.8 80.3 90.7
携帯電話（２台以上） 72.0 72.1 66.5 42.7 66.7
自家用車（最低１台） 92.7 76.4 47.5 21.4 61.2
自家用車（２台以上） 48.4 19.5 7.5 0.8 17.5
出所：CBS

 

 

2007年に調査された販売方法ごとの購入品の割合を見てみると、イスラエルでは店頭で多

くの物品を購入されている。インターネット経由での物品購入はわずか0.4%である。 

 
販売方法ごとの家庭購入品

免税店を含む国
外

インターネット カタログ/TV 店頭
インドアとアウトドア家具 0.2 0.4 0.5 98.9
家電（キッチン用品） 0.2 4.7 1.6 93.5
洗濯機と乾燥機 0 5,8 0 94.2
ベット回りとタオル 0.3 0.4 1.2 98.1
靴 1.9 0.3 0 97.8
娯楽、耐久性品 3.4 8.4 1.7 86.5
スポーツ用品 0 2.2 8.2 89,6
コンピューターと周辺機器 2.9 6.8 2.1 88.2
宝石と時計 6.4 0.2 0.1 93.3
出所:CBS

製品
販売場所
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2007年、イスラエルの169万世帯における一家庭の平均人数は3.7人であった。アラブ系の家

庭では一世帯平均4.9人であるのに対して、ユダヤ系の家庭では一世帯平均3.5人である。  

 

2007年、イスラエルには合計205万世帯あり、このうち165万が家族世帯で、39万9000世帯

が非家族世帯（一人暮らしをしている人々）であった。 

 

また、2007年、イスラエルの一世帯の平均支出は月に11,584シェケルであった。このうち約

17%が飲食物に消費されている。  

 

イスラエル人が食品を購入する際は、品質を重視し、品質の良い食料品に対しては割高でも

購入する傾向にある。過去10年間で、青空市場や小さな近所の食料品店で買うという伝統的な

流通経路に代わり、スーパーマーケットのチェーン店で食料品を購入することを好む消費者が

増え、これらのチェーン店の市場シェアは増加している。 

コシェル認証はイスラエルへ食品を輸出する場合の法的必須事項ではない (ただし肉類を除

く)。しかし、大きなスーパーマーケットのチェーン店と、ほとんどのホテルが非コシェル食品

の扱いを拒否しているため、非コシェル食品市場は小規模なマーケットに留まっている。消費

者の約3分の2は、コシェル認証の食品を好んでいる。 

この他、食品に関わる消費者行動には、概ね以下のような特徴がみられる。 

 

ü 食料品の約40%は木曜日と金曜日に購入する。 

ü 外食（レストラン、カフェテリアなど）の約50%は、週末（木曜日、金曜日、土曜日）に

消費されている。（イスラエルでは、通常、金・土が週末。） 

ü イスラエルの消費者は、値段を交渉する傾向がある。最近の調査によると、約54%のイス

ラエル人は、価格や条件を交渉し、何とか割引させようとすると回答している。 

ü イスラエル人は要求が多い消費者で、あらゆる機会において進んで交渉しがちである。 

ü イスラエルの消費者は自ら市場調査を行う傾向がある。購入前に価格をチェックし、製

品・サービスと企業の信頼性を比較・検討する。  

ü イスラエルの消費者は、明確で具体的な要求をする。 

 

 

2007年、イスラエルの一世帯あたりの平均消費額は11,584シェケルである。 

内訳として、11.3％が交通費、3.4%が衣類と靴、3.9%が家具と住宅設備、3.2%が野菜と果物、

13.7%が野菜と果物以外の食品である。 
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 品目別消費支出費額（1998-2007）

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

消費支出合計額（2007年基準） 10,166 10,530 10,862 11,078 10,895 10,500 10,857 11,101 11,190 11,584

消費支出割合（％）

食品 (野菜と果物を除く) 14.3 13.8 13.6 13.4 13.2 13.4 13.1 13.2 13.4 13.7

パン、シリアル、菓子類 2.5 2.5 2.4 2.4 2.3 2.5 2.4 2.3 2.3 2.4

植物性油と製品 0.4 0.4 0.4 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3

肉類 3.0 2.8 2.6 2.7 2.7 2.6 2.6 2.6 2.7 2.7

魚類 0.6 0.6 0.5 0.6 0.6 0.6 0.5 0.5 0.6 0.6

牛乳、乳製品、卵 2.8 2.7 2.6 2.5 2.4 2.5 2.4 2.4 2.4 2.4

砂糖と砂糖製品 0.7 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.5 0.5 0.6 0.6

ソフトドリンク 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.7 0.7 0.8

酒類 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.2 0.3 0.3

外食 1.9 2.0 2.1 2.0 1.8 1.9 2.1 2.2 2.3 2.4

その他の食品 1.3 1.3 1.4 1.4 1.3 1.4 1.3 1.3 1.3 1.3

野菜と果物 3.7 3.5 3.4 3.5 3.4 3.4 3.2 3.2 3.2 3.2

ポテトとスイートポテト 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

生野菜 1.3 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.1 1.1 1.2 1.2

生果物 1.1 1.1 1.0 1.0 1.0 1.0 0.9 0.9 0.8 0.8

冷凍野菜、ﾋﾟｸﾙｽ、缶詰の野菜 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.1

ドライフルーツ 0.4 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3

生フルーツジュース 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

家具と住宅備品 5.3 5.6 5.2 4.9 4.6 4.1 4.0 3.9 3.9 3.9

家具 1.9 2.0 1.8 1.7 1.7 1.5 1.4 1.4 1.4 1.4

家電 2.0 2.2 2.1 2.0 1.7 1.5 1.4 1.4 1.4 1.4

非電機製品 0.5 0.5 0.5 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4

ベッド関係とタオル 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

装飾 0.5 0.6 0.6 0.5 0.5 0.4 0.5 0.4 0.5 0.4

衣類と靴 3.7 3.3 3.3 3.2 3.0 3.7 3.8 3.6 3.4 3.4

男性用衣類 0.5 0.6 0.6 0.5 0.5 0.7 0.6 0.7 0.6 0.6

女性用衣類 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 1.1 1.2 1.1 1.1 1.1

子供用、ベビー用衣類 0.4 0.3 0.3 0.3 0.3 0.5 0.5 0.5 0.4 0.4

下着、寝巻、靴下 0.6 0.6 0.6 0.5 0.5 0.5 0.5 0.3 0.3 0.3

その他の衣類 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

靴 1.0 0.7 0.7 0.7 0.6 0.9 0.9 0.8 0.8 0.8

その他の物品 4.7 4.6 4.9 4.7 4.6 4.5 4.7 4.9 4.9 4.7

煙草、アクセサリ 1.0 0.9 0.9 0.9 1.0 1.1 1.0 1.0 1.0 0.9

個人的なサービス、化粧品 0.5 0.5 0.6 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5

個人的な物品、化粧品 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.3 1.3 1.3 1.3

宝石、時計 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.3 0.4 0.4 0.4 0.3

財布、ｶﾊﾞﾝ・ｽｰﾂｹｰｽ等 0.2 0.2 0.1 0.1 0.2 0.1 0.2 0.4 0.4 0.4

乗り物関係 10.2 10.6 10.3 10.8 10.7 11.2 11.8 11.7 11.9 11.3
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個人消費動向の推移を見ると、2008年の消費財支出の合計は、前年比 3.9%増となっており、

2007年の 6.7%と比較すると、増加率は減尐しているものの、増加傾向にある。 

 

個人消費動向の推移（2005年基準,前年比）  : 

年 経常消費 耐久消費財 その他のサービス 合計消費

1995 8.2 15.0 8.8 7.9

1996 4.8 6.9 3.1 5.1

1997 0.6 1.5 3.3 2.6

1998 2.3 1.8 7.3 5.3

1999 3.2 9.8 7.0 3.8

2000 4.8 20.7 6.9 8.7

2001 1.3 -2.4 -1.6 3.1

2002 1.0 -8.8 -1.4 0.7

2003 2.1 -10.3 0.1 0.3

2004 4.1 15.6 6.1 5.4

2005 4.3 2.7 5.1 3.9

2006 2.9 6.5 4.3 4.0

2007 5.6 18.6 7.0 6.7

2008 4.0 8.1 4.8 3.9

( ) 130,084 40,085 130,644 384,295

出所：イスラエル中央銀行（BOI）  

 

 

  

 

金融危機と、それに引き続いて起こった景気低迷は、主要製品の消費に影響を与えた。特に

自動車市場は大きなダメージを受け、2008年第 4四半期から 2009年の第 2四半期までに合計

25.7%減尐した。一方で、自動車（新車）販売台数動向によると、2008年 12月を境に、販売

動向は回復傾向にあり、2009 年後半には、月間の販売台数動向は金融危機以前の水準に戻っ

たと言える。 

 

1994年～2009年 国内新車販売台数の推移 
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出所：BOI 
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2008-2010年 1月の月間新車販売台数 

 

 

 

  

 

2009年 5月、イスラエル世帯への貸付総額は、2,860億シェケルに達した。この大部分（約 81%）

は、銀行からの貸付金である。イスラエルの銀行による貸付金は 2,330 億シェケルで、その内訳

は約 39%が消費財、約 61%が抵当権付き住居ローンに利用されている。 

 

 世帯に対する貸付残高推移 (  : 10 )

2006年12月 2007年12月 2008年12月 2009年1月 2009年2月 2009年3月 2009年4月 2009年5月

188 206 230 229 228 230 229 233

　抵当なし 77 84 92 90 89 91 89 91

　抵当あり 112 122 138 139 139 139 140 142

銀行を含む世帯への貸付金合計 233 263 285 283 281 283 282 286

出所 : BOI  
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本調査では、家電製品を以下 4つに分類する。 

製品タイプ 詳細 製品例

白物家電 大型家電製品 掃除機、洗濯機、冷蔵庫、エアコン
等

黒物家電 エンターテイメント関連家電製品 テレビ、DVD、ホームシネマ、ステ
レオ等

小型家電 小型家電製品
掃除機、ポット、フードプロセッ
サ、電話機、アイロン、髭剃り機等

デジタル家電
家庭用コンピュータ、カメラ、ガ
ジェット、OA機器等  

 

 

─  
 

 ⱦ☺Ⱡ☻  

イスラエルの家電製品市場の特徴は、まず競争の激しさが挙げられる。イスラエルの家電産業

は輸入に依存しており、国内製造されているのは、冷蔵庫、エアコン、及び一部の家電製品に限

られている。 

そのため、輸入企業の数が多いことに加え、消費者がブランド品を重要視していること、そし

て、家電製品の販売量や価格が国内のホリデーシーズンや季節的な要因で大きく変動することな

どがある。 

 

大手輸入卸売業者の多くは、家電製品専門のチェーン・ストアを独自で経営し、そこを介して

販売している。中小規模の輸入卸売業者は、他の小売店との提携により製品を販売している。 

自社経営のチェーン・ストアを持つ大手輸入卸売業者は、輸入した製品の大半を独自のチェー

ン・ストアで販売しているが、競合輸入業者が経営する別のチェーン・ストアや家電製品専門小

売店にもそれら輸入品の卸売りをしている。このように、各輸入業者が販売店経営（特に大手チ

ェーン・ストア）とも深く結びついているため、各販売チェーン・ストアでは、様々な輸入品が

販売されているが、一方で、経営元が輸入した製品の営業・販売を最重視する傾向がある。 

 

消費者への販売ルートは、大手チェーン・ストア、小売店、インターネットによる直接販売な

どがある。しかし、大手の家電専門チェーン・ストアが市場の売上げの大半を占め、価格競争に

も強い影響力をもっている。 

売上高は、過去数年間ほぼ横ばいで推移しており、全体的に伸び悩んでいる。販売総売上げや

出荷量から見ても、今後、それらが大幅に上昇する兆しは見られない。 

 

 

  

イスラエルの経済紙や、大手家電企業の年次報告書によると、2008 年の家電製品のイスラエ

ル市場規模（「白物家電」および「黒物家電」の売上高）は、50～60 億シェケルであった。ま

た、2009年の総売上高は、前年度 2008年の総売上高の約 52億シェケルを下回る 41.5～44億

シェケルほどと推測されている。 

 



15 
Copyright (C) 2010 JETRO. All rights reserved. 

 

近年、家電産業では、企業間の提携が進み、チェーン・ストアや個人経営の小売店の店舗数が

減尐しつつある。 

現在、イスラエルには、家電製品専門の大手チェーン・ストアが 6社あり、国内の販売市場を

リードしている。これら 6 社の大手チェーン・ストアは、国内市場の約 50％のシェアを占めて

いる。その他、約 1,000店舗ほどの家電製品小売店、中小チェーン・ストア、ネット・ショップ

（一部のネット・ショップは、大手 6社のチェーン・ストアが有している）などが存在する。 

 

 

  

世界的に広まっている自由市場競争、近年のイスラエルにおける関税削減、中国の大量低価格

生産といったビジネス環境に影響され、イスラエルに入荷される家電製品の大半は輸入品となり、

国内製造は激減している。 

これまで、イスラエル国内にて家電を製造していた企業の多くは、自社ブランドを中国で製造

し、それらの自社ブランド製品を逆輸入しているケースが多い。 

現在、イスラエル国内で製造され続けている製品は、一部の冷蔵庫とエアコンのみとなってい

るが、これらの製品についても、製造工場が中国へ移転されつつある。 

 

冷蔵庫の国内製造 

「白物家電」を専門に取扱う CRISTAL 社は、現在唯一、冷蔵庫をイスラエル国内の工場で製造

している、冷蔵庫製造企業である。同社が製造している冷蔵庫「AMCOR」は、1949 年からイ

スラエル国内で販売されている。世界中の優れた冷蔵庫が数多く出回っているにも関わらず、国

内においては、「AMCOR」は、機能は卖純であるが、古き良きブランドとして未だに知名度が

高い。 

 

エアコンの国内製造 

イスラエルの主要エアコン製造業者としては、Electra社および Tadiran社がある。 

 

Electra Consuming Products (1951) Ltd.  

同社は、イスラエルのエアコン市場最大手の製造・販売企業である。同社年次報告書によると、

2008年には、同社はエアコン市場シェアの約 45％を占めている。「ELECTRA」および「ELCO」

という自社ブランド製品を専門に販売するチェーン・ストアを独自で経営し、国内各地で幅広く

営業・販売している。同社のエアコンは世界でも認められている製品である。 

 

Tadiran Appliances Ltd. 

同社は、2008 年の市場シェアの約 24％を占める業界 2 位の製造・販売企業である。同社は、

エアコン製造企業として、1962年に設立された。その後、世界最大のエアコン、暖房装置、換気

装置の製造企業として知られる米国 Carrier Cooperation社に買収された。 

2009年には、イスラエル企業の Crystal Consumer Product Ltd.社が Tadiran社を買収し、さら

に Crystal社は、Tadiran Appliances社の卸売・販売事業部門も買収した。 
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 ELECTRA CONSUMER PRODUCT (1951) Ltd. 

同社は、1951 年に設立されたテルアビブ証券取引所上場企業であり、各種家電製品、エアコ

ン、電話機、カメラ、家庭用コンピューター機器、ガジェットなどを輸入・販売している。イス

ラエルにおける家電製品の大手販売店の１つである。同社は、Elco Holdings Ltd.社の子会社で

ある。 

また、同社は、「Sony Ericson」の製品を輸入している Beres Cellular Communications社

とも提携している。 

なお、エアコンの製造そのものについては手掛けていない（エアコン製造事業は、AirWell社

が取り扱っている。AirWell社も、Elco Holdings Ltd.社の子会社である）。 

 

事業部門 

小売：「Shekem Electric」、「Sensor」、「Mahsanei Hashmalの家電製品専門のチェーン・

ストアによる販売。 

輸入販売：エアコン、コンピューター機器、電機製品、エレクトロニクスの輸入販売。 

 

ブランド 

輸入ブランド製品は、必ずしも専売権があるとは限らず、非専売権のもとで輸入されている製品

もある。 

ブランド名 品目

ELECTRA(注1) 冷蔵庫、冷凍庫、洗濯機、乾燥機、食器洗い機、テ
レビなど

ELCO(注1) エアコン

PHILIPS テレビ、エンターテイメント用エレクトロニクス、
「小型家電」

SAUTER 料理用オーブン

MIELE 洗濯機、乾燥機、食器洗い機

LIEBHERR 冷蔵庫、冷凍庫

注2：非専売権

そ の 他 の 取 り 扱 い ブ ラ ン ド 名 ： IBM、 SONY ERICSSON、 LITEON、

KINGSTON、LENOVO(注2)、DELL(注2)

注１：ELECTRA及びELCOは、ELCOグループに属するブランドである。

 

 

エアコン事業 

Electra Consumer Products社は、親会社である「ELCO」グループのブランド「ELECTRA」

及び「ELCO」のエアコン、また、その他のブランドのエアコンも販売しており、国内エアコン

市場をリードしている。同社が経営するエアコン専門チェーン・ストアは、販売後の設置サービ

スも提供している。 

 

チェーン・ストア事業 

同社が経営する家電製品専門のチェーン・ストア 3社（Shekem Electric、Sensor、Mahsanei 

Hashmal）は、イスラエル全土に合計 64 店舗あり、市場の約 25％を占めている。これらのチ

ェーン・ストア 3社は、それぞれ異なる販売戦略にて販売・営業している。また、別の輸入業者

のブランド家電製品も取り扱っている。 
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 MINI LINE Ltd. 

同社は、輸入専門の子会社を設立して、家電製品及び携帯電話を輸入・販売しているテルアビ

ブ証券取引所の上場企業である。同社は、自社ブランドの「KING」の販売、及び「FRIGIDAIRE」、

「ELCTROLUX」、「SAMSUNG」、 「LG(携帯電話機)」と販売契約を結んでいる。また、

同社は、サービス・センターを国内 6カ所に設置し、製品のサポート、メンテナンス、修理サー

ビスも提供している。 

イスラエルの経済紙によると、2008年度の年間総売上高は、前年度比 18％増の 8億 2600万シ

ェケルで、更に、2009年上半期までの売上高は前年比 17％増で、家電業界の中では、最も高い

伸び率を示している。 

 

MINI LINE社の子会社 

社名 事業内容 

Line Communications (95) Ltd. 通信機器分野 

Sem-Line Ltd. Samsungのブランド製品のマーケティングおよび

販売 

A.L.M Trade 2000 Ltd.  家電製品全般を販売する 26店舗を経営 

 

 

 BRIMAG DIGITAL AGE Ltd.  

同社は、ブランド品専門に取り扱う卸売企業て、テルアビブ証券取引所の上場企業。取り扱い

ブランドは、「SONY」、「LENCO」、「KENWOOD」、「MAYER」、「BEKO」、「AKAI」、

「LG」、「GRAETZ」、「SUB-ZERO」、「WOLF」、「V-ZUG」などで、テレビなどのエン

ターテイメント機器、冷蔵庫、洗濯機、食洗機、小型家電などを取り扱っている。同社は修理サ

ービスを提供している他、保証期間終了後も保証期間延長修理サービスも提供している。同社の

2008年の売上げは、6億 6700万シェケルである。 

また、同社は、Isfar Home Tech Ltd.社の株式 50％も保有している。 

 

 

 NEWPAN Ltd. 

同社は、1986 年に設立され、家電製品、自動車用電化製品、通信機器、IT、カメラ関連機器、

OA 機器、エレクトロニクスを輸入・販売しているテルアビブ証券取引所の上場企業。取り扱い

ブランド名は、「TOSHIBA」、「HAIR」、「KENWOOD」、「DELONGHI」、「CANON」

など。年間総売上は、約 9億シェケルで、テルアビブ証券取引所の上場会社である。 

同社の子会社には、「Karat Israel」、「Newpan Pro」、「Newpan Telecom」、「Creole」が

ある。 

 

 

 ISFAR Ltd. 

同社は、1962 年に設立された。ソニーの独占販売権を有しており、40 年間以上、ソニーのホ

ーム・エレクトロニクスを専門に輸入・販売している。また、Isfarグループに属する Netcomグ

ループは、データ・アクセス、ボイス・ビデオ機器など、ネットワーク通信関連機器やサービス

を提供している。 

ソニー・ブランドの製品としては、LCD TV、SONY PLAYSTATION、PSP、ブルーレイ・プ

レイヤー及びストレージ・メディアなどを主に販売している。 
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また、Isfar社は、「LENCO」、「GREATZ」、「BEKO」等のブランド品も OEMとして取

り扱っており、LCD テレビ、DVD プレイヤー、冷蔵庫、洗濯機、電子レンジなどの家電製品も

販売している。 

 

 

 Crystal Consumer Products Ltd. 

同社は、イスラエルを拠点に、主に「白物家電」を輸入・販売している。「BLOMBERG」、

「MAYTAG」、「DAEWOO ELECTRONICS」、「DE DIETRICH」、「SPECTRA」、

「AEG-ELECTROLUX」、「AMANA」、「AMCOR」、「TADIRAN」、及び自社ブランド「Crystal」

等のブランド製品を主に取り扱っている。 

 

 

 SAKAL GROUP Ltd. 

同グループは、1979 年に設立され、国際的なブランド品を輸入、卸売、販売している。取り

扱い品目は、電化製品、エレクトロニクス、コンピューター機器、おもちゃ、ゲーム機器、免税

品及びファッション関連商品と幅広く、イスラエル国内各地に、小売店、免税店、卸売店、ネッ

ト・ショップなどを設けている大手企業である。 

ブランドの一例としては、「LG」、「JVC」、「HYUNDAI」などが挙げられる。 

 

 

 Ralco Agencies Ltd. 

同社は 1983年に設立され、家電製品を輸入・販売している。同社の取り扱いブランドおよび品

目としては、以下の通り。 

 

ブランド名 品目

SHARP
冷蔵庫、電子レンジ、テレビ、オーディオ
システム、空気清浄機

ZANUSSI
組み込み式オーブン、併用式オーブン、ガ
スホブ、皿洗い機、洗濯機、乾燥機

MIDEA エアコン
注：Ralco社は、SHARP の冷蔵庫、LCD、テレビ、電子レンジオーブンの専売権を取得している。  

 

 

─ ≤  

 

 ♩כꜟ 

 

①家電製品専門の大手チェーン・ストア 

以下の家電製品専門の大手チェーン・ストアが、市場シェアの約 50％を占めている。 

Traklin Hashmal：ISFAR社が経営。国内各地に 50店舗。 

Shekem Electric：Electra Consuming Products社が経営。国内各地に 40店舗。 

Mahsanei Hashmal：Electra社による経営。国内各地に 20店舗。 

A.L.M：Mini Line社が経営。国内各地に 25店舗。 

Best Buy & Big Box： 

家電製品・エンターテイメント製品を専門に、国内各地に 27店舗。 

Sakal Electric：SAKALグループが経営。国内各地に 10店舗。 

 

②DIYチェーン・ストア及び電化製品・日用品などの兼用チェーン・ストア 
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Home Center：国内各地に 39店舗構える DIYチェーン・ストアで、電化製品も販売。 

ACE (および Auto Dipo)：国内各地に 31店舗構える DIYチェーン・ストアで、小型家電製

品を専門に販売。 

Hamashibir Latzarchan：国内各地に 32店舗構える小型家電製品専門のチェーン・ストア。 

 

③家電製品専門の小売店 

イスラエル国内に、約 800～1,000店舗ほどの家電製品専門小売店がある。 

 

④インターネットによる直接販売 

イスラエルでは、約 30店舗ほどのネット・ショップがある。ネット市場では、価格のみが販売の

鍵となっているため、価格競争が最も激しい市場である。ネット・ショップによる売上は、市場

シェアの約 10～15％を占めている。 

 

 

販売チャンネル別の市場シェア 

 
（出所：Electra社の 2008年年次報告書） 

 

 ⌐⅔↑╢ ─  

輸入業者や卸売業者が多数存在することと、消費者が常に低価格を求めていることから、企業間の

競争は非常に厳しく、また利幅は約 15％（粗利益）と非常に低いため、ある程度の出荷量が「生き

残り」の重要な要素となっている。 

今後、イスラエルにおける家電業界の企業間競争は更に激化すると想定され、その主な理由として

は以下 3点が指摘されている。 

ü DIYチェーン・ストア及び食品チェーン・ストアが最近家電市場に参入し始めた。 

ü ネット・ショップによる直接販売が、ますます増加している。 

ü 世界的なブランド家電製品の独占販売権が、特定の輸入企業に制限されていない。 

 

 ∕─ ─ ─  

 

①市場参入障害について 

イスラエル国内における輸入業者の参入障壁となっている主な課題は以下の通り。 

ü ブランド品の独占販売権の取得。 

ü 資本力と流通システム。 

ü 販売後の修理やサポート・サービス。 

ü 家電専門チェーン・ストアとの戦略的関係の構築。 
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②減税について 

イスラエルでは、2002 年から、電化製品に対する関税が減税された。その後、2004 年から購入

税の減税が始まり、当初は一部の「白物家電」が対象であったが、2007年までには、大半の家電

製品に対する購入税が減税された。 

欧州連合（EU）及び米国から輸入製品に対しては、関税は一切課税されず、「黒物家電」にのみ

15％の関税が課税されている。 

その他の国からの輸入製品には、0～12％の関税が課税されている。 

これらの相次ぐ減税により、消費者はますます低価格で家電製品を入手可能となった。 

 

③規制について 

家電製品に対する規制としては、輸入品または国内製造品に関わらず、「Standards Institution 

of Israel」が定める基準に従う必要がある。 

また、一部の「白物家電」は、エネルギー消費効率規定を規定する「エネルギー消費効率法（Energy 

Efficiency Act）」にも従わなければならない。エネルギー消費効率を低く抑えるために、一部の

「白物家電」は、この規定で定義されている内容に従って、エネルギー消費効率の表示義務が課

せられている。さらに、「Standards Institution of Israel」により、その表示内容と一致してい

るかどうか、販売前に検査される。 

これにより、年々、エネルギー消費効率の高い製品の輸入は減尐している。 

     

 

 ─ ≥♃כ♦  

 

①主要製品の輸入台数の推移 
(卖位：台数）

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

テレビ(受像機）輸入台数 348,538 305,132 405,879 423,639 468,146 511,615 630,345 678,247

家庭用洗濯機輸入台数 188,036 186,438 203,612 215,483 228,796 265,697 262,962 273,106

乾燥機輸入台数 62,137 54,660 51,845 56,250 57,844 70,630 60,450 61,365

食器洗い機輸入台数 62,226 49,851 56,871 60,457 56,641 71,396 76,419 76,670

冷蔵庫輸入台数 188,991 185,791 209,378 209,158 217,634 232,942 247,532 247,745

家庭用エアコン国内生産台数 216,724 133,828 104,187 93,431 66,428 78,534 89,625 73,603

DVDｓ輸入 85,223 203,732 409,630 482,225 556,512 596,441 562,381 665,282

ビデオ・レコーダー輸入台数 94,621 72,601 68,233 44,525 19,479

出所：イスラエル中央統計局  

 

②供給増加と価格低下 

近年、購入税の減税や、世界マクロ経済の変化（外国為替レートの変動、技術の発達、発展途

上国の低賃金労働による製造）により、イスラエル市場に家電製品が大量に供給されるようにな

った。また、非ブランド品の輸入量の増加も、家電製品の低価格化に拍車をかけている。 

 

③価格低下 

過去十年間、イスラエル家電市場が活性化しており、多くの商品が購入されたり、商品の交換

頻度が増えたりしている。国内市場における家電製品の出入りが増え、家電製品の価格低下が市

場に根付いている。 

2008年までの数年間の売上高は、製品価格低下により、出荷量を増やすことで売上実績を伸ばし

ていた。 

2009年上半期まではその価格低下は続いていたが、下半期に入ってから、価格低下が落ち着き始

め、安定し始めた。2009年の終わり頃までには、ここ数年間で初めて出荷量が減尐する可能性が

あるとも予想されている。 
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全体的には、過去数年間続いた家電製品の価格低下（特にフラットテレビや DVD 等）と、それ

に伴う出荷量の急伸が、近年のイスラエル家電産業・市場の現状と言える。 

 

 

─  

 

  

イスラエルでは、年間およそ 24万台の冷蔵庫が出荷されている。 

近年の冷蔵庫に対する消費者の嗜好は以下の通り。 

ü 3ドアまたは 4ドア 

ü 冷凍庫を下部に設けてある 

ü 節電機能 

ü 容量の大きいもの：600リットル以上（消費者が要望する容量は年々大きくなっている） 

 

人気ブランド 

「LG」、「SAMSUNG」、「シャープ」。 

その他の有名ブランドとして、「AMCOR」や「AMANA」等があり、これらのブランドは

過去長年に渡って国内トップ・ブランドとしてイスラエル市場をリードしてきたため、消費者

の知名度は高いが、近年、これらのブランドの売上高は停滞気味である。 

 

日本製ブランドに対する印象 

イスラエルの大手電化製品チェーン・ストア経営者によると、日本のブランドは、「機能性

が高く、食品の長期維持や生活便利性が深く考慮されている」と、大変好印象を持っている。

一般的に、イスラエルでは、冷蔵庫だけに限らず、日本、あるいは日本製というブランドに対

して、機能性と無駄のないデザインを有しており、非常に優れた製品という印象が強い。 

 

 

 ◄▪◖fi 

イスラエルのエアコン市場は非常に競争が激しい。 

 

人気ブランド 

ELECTRA（市場シェア約 45％）、TADIRAN（市場シェア約 24％）、TORNADO（市場シ

ェア約 15％）及び LG（市場シェア約 13％）。 

また、業務用大型エアコンでは、日本のブランド、「ダイキン」や「MITSUBISHI」の製品が

市場をリードしている。 

2008年のエアコン市場の年間出荷量は約 40万～42万台で、総売上高は 15億シェケルを越え

ると推測されており、2002年の売上高と比較すると 50％増となる。 

現在、イスラエルでは、約 80～90％の世帯がエアコンを所有しており、各一世帯に平均 2台の

エアコンがある。また、製造企業によると、過去数年の間に、約 40％の世帯が古いエアコンか

ら新しいものに買い換えているという。 

 

 

 ⱨꜝ♇♩ה♥꜠ⱦ 

 

市場規模 

イスラエルのフラット・テレビの年間出荷量は、約 45万台である。 
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液晶テレビ（LCD）とプラズマ・テレビの比較 

液晶テレビ(LCD)は、プラズマ・テレビよりも圧倒的に人気を集めており、出荷量を比較す

ると、92%が LCD、8％がプラズマとなっている。しかし、LCDに比較してプラズマの方が価

格も高いため、、売上高を比較すると、LCDが 89％、プラズマが 11％となる。 

 

価格低下 

中国ブランド、「HAIR」や「HISENSE」などによる市場参入、及び 2007年に実施された

家電製品の購入税減税、そして世界的な価格低下などが影響し、イスラエルのフラット・テレ

ビ製品の価格は大幅に低下した。2006年から 2009年にかけて、毎年平均約 20％価格が低下し

ている。一方で、2009年中頃から、価格が多尐安定し始めている。 

大幅な価格低下にも関わらず、売上高は年々増加していることも特徴的である。 

 

日本と韓国のブランド 

2007年まで、日本ブランド、「東芝」、「日立」、「パナソニック」などが国内市場をリー

ドしていたが、2007年以降、韓国ブランド「SAMSUNG」と「LG」が、出荷量においては、

国内市場の上位 1、2を争うトップ・ブランドの座を獲得した。近年、韓国企業は、フラット・

テレビだけではなく、白物家電製品全般の販売にも力を入れており、韓国ブランドを強く売り

出している。韓国ブランドが市場に参入し始めた当初は、低価格を売りにしていたが、近年、

製品の品質が急激に向上され、また市場ニーズにも順応し、豊富な種類を売り出すことによっ

て人気を得ている。 

特に、イスラエル市場に導入されている韓国ブランド製品の機能・品質は、日本ブランド製

品のそれらと同等であり、フラット・テレビなどの一部の韓国ブランド製品は、日本ブランド

製品よりも優れているものもあり、イスラエル国内消費者にとっては、韓国ブランドは、日本

ブランドの品質レベルと同等であると認識されている。 

 

人気ブランド 

売上高及び消費者の人気度から推定したフラット・テレビの人気ブランド・ランキングは以下

の通り。 

＜１＞ SAMSUNG 

＜２＞ LG 

＜３＞ ソニー 

＜４＞ 東芝 

＜５＞ パナソニック 

＜６＞ シャープ 

 

価格：（製品分類ごとの平均価格範囲） 

製品分類 サイズ 価格 

LCDスクリーン 32 ～ 42インチ 8,000  ～ 16,000NIS 

プラズマスクリーン 42 ～ 50インチ 10,000  ～ 30,000NIS 

CRT テレビ 25 インチ 800 ～ 4,500NIS 

29 インチ 1,500 ～ 4,500NIS 

34 インチ 2,000NIS（最低価格）以上 

注：上記の価格は、平均価格範囲であるため、特殊モデルは、倍程度の価格の場合もある。 

出所：オンラインショッピングのポータルサイト「Wise Buy」、2009年 1月 
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 ─ ⅔╟┘ Ⱪꜝfi♪ 

家電製品の大半は輸入されているため、為替変動が卸価格・小売価格に影響する。また、イ

スラエルでは、家電製品の売上げが、季節やホリデーシーズンに強く影響される。最も売上げ

の伸びる時期は、4月の「過越祭（Passover）」、及び 9月の「ユダヤ暦の新年（Jewish New 

Year）」である。 

 

主要家電製品の平均小売価格表および各分類ごとの人気ブランド表： 

製品分類
2007年の平均価

（NIS）

2008年 12月の
平 均 価 格
（NIS）

平均価格の変動
（％）

人気ブランド

Samsung

LG
Sony
Toshiba
Philips
Pioneer
Toshiba
LG
HP
DELL
Lenovo
Siemens
BOOSH
Constructa
Electrolux
AIG
BOOSH
LG
Samsung
Sharp
Electra
Tadiran
Tornado
LG

ZAP Globes

冷蔵庫 6,559 5,882 -10.30%

エアコン 4,475 4,485 変化なし

洗濯機 2,903 2,796 -3.60%

衣類乾燥機 2,428 2,317 -4.50%

DVD 2,047 1,748 -14.60%

ラップトップ 7,337 6,318 -16%

LCDスクリーン 8,197 7,268 -11.30%

 

 

消費者の動向 

イスラエルの消費者は、世界の大半のブランド家電製品を、イスラエル国内の大半のチェー

ン・ストアで購入することができる。イスラエル市場には、ブランド品が溢れており、大手チ

ェーン・ストア間の平均価格や、販売している製品の種類に大差がないため、消費者が購入先

として選ぶチェーン・ストアには特に偏りがない。 

消費者が商品を購入する際には、「低価格」という視点が欠かせない条件になっているため、

最低価格で製品を提供できるチェーン・ストアが、最も実績を伸ばす結果になっている。例え

ば、量販店として最も売上高が高いMahsanei Hashmalチェーン・ストアは、倉庫のような店

構えで、店員も最小限に抑えることにより、低価格で製品を提供している。 

 

ブランド志向 

家電製品は、ブランド品と非ブランド品とに分けられ、ブランド品は価格が比較的高いのが

特徴的である。これまで、家電製品はほとんど全てがブランド品のみであったが、世界的情報

化の発展により、製造工程が簡素化されたことから、価格が下がる結果となった。さらに、中

国や韓国の低価格製品は、非ブランド品の売上を上昇させ、その反面、ブランド品の売上が停
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滞している。非ブランド品は、主に小型家電製品分野の売上が伸びている。 

近年、非ブランド品は、低価格だけではなく、品質向上も進み、イスラエルの消費者に更に受

け入れられつつあるが、現時点では、未だブランド品が市場の売上げの大半を占めている。 

 

 Ⱪꜝfi♪⌐ ∆╢ ─  

 

一般的に、日本製品は、最先端の優れた技術、耐久性の良さ、無駄のないデザイン性の良さ

などといった点で、イスラエルの消費者に高く評価されている。  

 

他国ブランドとの比較（価格と品質） 

日本製ブランドの市場におけるブランド・ポジションは高く、価格も高めである。 

イスラエル市場で最もブランド・ポジションが高いのはドイツ製品であり、ドイツ製ブラン

ドは、品質も日本製より優れているとされ、価格も日本製より高い。日本製ブランドはドイツ

製ブランドの次点とされ、価格もドイツ製以外の他の韓国や中国の製品よりも高い。 

一方、近年、韓国製ブランドの人気がここ数年間で急上昇してきており、品質面でも日本ブ

ランドに务らないと評価され、消費者の信頼を獲得し始めている。中国製ブランドは、価格は

安いが、品質面での务っているというのが一般的な認識である。しかし、「HAIR」社や

「HISENSE」社などは市場にも徐々に受け入れられており、今後の急成長が期待されている。 

 

日本製ブランドに関する主要企業の見解 

家電製品関連の主要企業（輸入業者、卸売業者など）は、イスラエル市場は日本企業が投資

するだけの価値のある、将来的な成長率の高い市場であると確信している。 

これらの企業の間では「イスラエル市場は、世界的大手である日本企業に無視されている」

という不満を持っているケースも多い。イスラエルでの日本製ブランド製品の需要は高く、も

し日本の代理店が設立されれば、その売上げは著しく成長すると予測されている。 

家電製品の主要輸入企業は、「代理店の設立により、日本の製造企業は、もっと柔軟にイス

ラエル市場の需要に対応でき、短期間で市場のシェアを伸ばすことが出来るであろう」と、共

通した見解を持っている。 

また、韓国の製造企業、「LG」や「SAMSUNG」の積極的な事業展開を例に、「今後、韓

国企業がますますイスラエル市場におけるシェアを伸ばしていく中、日本企業はそれに応じて

事業展開を繰り広げるべきである」という意見が多い。  

 

 

─ ≤ ⇔ 

 

 ─♦◙▬fi  

機能性が最重視されていた過去の消費者のニーズに比べて、最近では、デザイン性を重視する

消費者が非常に増えている。 

また、消費者が選択する「白物家電」の色も、過去は白色が圧倒的に多かったが、最近の消費

者は、様々な色やデザインを自由に選択する傾向がある。 

また、冷蔵庫の場合は容量が多いことや、両サイドにドアがあること、洗濯機の場合は、ドア

が上に開くことが重要視され、生活利便性が考慮されているかどうかも、重要なポイントとなっ

ている。 
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 ─  

過去十年間の人口増加や、一人当たりの所得増加は、家電製品の購入頻度にも影響し、高品質

や新機能を求めて、製品が故障する前に新しい製品に買い換える消費者も増えている。 

 

  

家電製品の専門業者の一部は、価格低下を阻止する手段を検討しており、各チェーン・ストア

の販売手法に多様性をつけたり、またチェーン・ストア独自のプライベート・ブランド（PB＝

自主企画）を取り扱うことにより、消費者の注目を集めて、売上げを確保しようとしている。し

かし、大半の企業は、「今後、消費者は、更に低価格商品を提供するチェーン・ストアに集中す

る傾向にある」と、価格競争で勝ち抜く新たな戦略に取り組んでいる。長期的には、金融危機以

降、イスラエル経済が比較的早期に回復するという期待もあり、2010年中頃から、高価格/高級

品の需要も上がると見込んでいる。 

 

 Ⱪꜝfi♪─  

近年、韓国ブランドの「SAMSUNGや「LG」は急成長を遂げ、イスラエル市場の主要ブラン

ドとなっている。韓国ブランドがイスラエル市場に参入した当初は、テレビ・スクリーン製品の

みで、低価格を「ウリ」に、日本ブランドである「TOSHIBA」を抜き、業界首位に踊り出た。 

テレビ・スクリーンで成功した韓国ブランドは、その後「白物家電」製品市場への参入を目指

している。しかし、「白物家電」製品である冷蔵庫や洗濯機などは、製品を買い換え頻度が低い

ことと、これらの製品の購入にいたっては、やはり伝統的なブランドが好まれる傾向があるため、

韓国ブランドが上位を獲得するには、もうしばらく時間がかかると予測されている。 

韓国ブランド企業は、イスラエルは「投資価値のある市場」と判断し、イスラエルに代理店を

設立し、また市場のニーズに順応に対応している。これにより、韓国ブランド製品はイスラエル

市場にとって取り扱いやすい、信頼できる製品として受け入れられた。この積極的な市場侵入に

より、現在では、韓国ブランドの「SAMSUNG」及び「LG」の両社が、テレビ市場の売上げ上

位 1、2位を互いに競っている。 

家電専門の主要チェーン・ストアの CEOは、「韓国ブランド企業は、日本ブランド企業と比

較して、市場ニーズや変動に柔軟で、また大変積極的なマーケティングをしている。例えば、価

格設定が柔軟であったり、必要な機能やデザインを調査するなどして、販売向上に貢献している」

と述べている。 

 

韓国ブランド製品の売上実績 

実際に、韓国ブランド製品の輸入・販売を取り扱うイスラエル企業の財務報告書からも、韓国

ブランド製品の成長が伺える。「SAMSUNG」の輸入企業であるMini Line Ltd.社の 2008年年

間売上げは 8億 2600万シェケルで、前年度比 18％増。そして、2009年第 1四半期は、前年同

期比 17％増である。LGの輸入企業である Brimag Age Ltd.社もまた、2009年第 1四半期、前

年同期比 15％増の成長を見せている。 

  

 

 ─ ⇔ 

イスラエルでは、近年の金融危機・景気後退以前から、大半の家電製品販売店で、同じクラス

のブランド品各種が販売され、そして、インターネット上では、更に激しい価格競争が繰り広げ

られていた。この状況は、今後も続き、大手家電チェーン・ストアは、販売店同士の競争だけで

はなく、格安電化製品を販売する食品チェーン・ストアや DIY チェーン・ストアなどとの競争

も強いられている。これらの現状から、大手家電チェーン・ストアは、更に安い価格を提供せざ

るを得ない状況に追いやられており、一部のチェーン・ストアにとっては、価格競争を通り越し
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て「生存競争」となっている。現在の市場構成、収益性、トレンドなどを考慮すると、家電産業

の主要企業は、今後ますます、輸入企業間や販売チェーン・ストア間の合併、または輸入企業と

チェーン・ストアの合併などといった、水平的および垂直的それぞれの合併が進むことが予想さ

れる。 

また、オンライン販売市場は更に活性化し、各輸入記号、卸売業者共に、オンライン販売市場

における競争を余儀なくされるであろう。イスラエルでは、ネットによる販売については、セキ

ュリティの面などで抵抗を感じている消費者も多く、市場が未開拓であり、今後の成長が期待で

きる。 

消費者が、価格を最重視するため、小売業界の競争は激しい。そのため、チェーン・ストアや

小売店は、生き残るために家電製品だけではなく、コンピューター、ガジェット、その他のエン

ターテイメント関連製品などの別分野の製品の販売にも拡大していくことが予想される。これは、

文房具店や DIY チェーン・ストアなどが家電製品の販売を開始したのと同じ傾向にある。これ

らの状況からも、価格競争の更なる激化が家電産業を待ち受けている。 

。 

 

＜今後の市場傾向のまとめ＞ 

ü 国際ブランド製品への依存を避けるために、プライベート・ラベルの自社ブランド製品が増

える。 

ü 輸入企業により経営されている家電製品専門チェーン・ストアが拡大し、中小規模の小売販

売店の状況はさらに厳しくなる。 

ü 主要輸入企業の間でも、金融危機により事業経営が厳しくなる企業と、逆に危機をチャンス

として成功する企業が生じる。 

ü 食品チェーン・ストアや DIYチェーン・ストアなどで販売されている格安の非ブランド品の

売上が増加する。 

ü 中国製ブランドの「HAIER」や「HISENSE」などの影響により、平均販売価格が更に低下

する。 

ü 価格と品質が消費者の需要にマッチした韓国ブランド製品の人気が更に増す。 
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ⱶכ◕ ─  

 

  

現在、イスラエルのゲーム市場は、ソニーのゲーム機「プレイステーション」が圧倒的に市場をリ

ードしている。その主な理由としては、イスラエルに「プレイステーション」の専売権を有する総代

理店（Isfar社）があることから、マーケティングや販売活動が十分にゆきわたっているからである。 

その反面、任天堂やマイクロソフトは、家庭用ゲーム機器製品に関しては、現在に至っても正規輸

入企業や代理店が確定していない。そのため、積極的なマーケティング活動が行われておらず、また

消費者は必要なサポートやサービスが受けられないことから、イスラエル市場では、売上げが伸び悩

んでいる。 

任天堂のゲーム機「Wii」や、マイクロソフトのゲーム機「Xbox 360」は、主にヨーロッパの代理

店などから複数の輸入業者に専売権のない状態で、輸入・販売されている。 

 

また、イスラエルで任天堂の「DS Lite」の売上げが伸びない理由を調査したところ、主として以

下の点が挙げられた。 

 

ü 正式な輸入企業がいない。 

ü 製品の供給が定期的ではない。 

ü マーケティング活動が十分行われていないため、消費者の製品に関する認識が薄い。 

ü 消費者は、ソニーのプレイステーションなど、国内でサービスやサポートが受けられ、イスラ

エルで認識度の高いブランドを好む傾向がある。 

 

  

 

家庭用ゲーム機 

イスラエルでは、年間約 4万～6万機の家庭用ゲーム機が出荷されている。そのうち、ソニーの「プ 

レイステーション」がおよそ半数の出荷台数を占め、残りは Xbox 360 および Wiiを合わせた出荷台

数である。 

 

ゲーム 

イスラエルでのゲームの出荷量は、非常に尐なく、年間約 10万本ほどである。 

 

─ⱶכ◕   

 

ケーブルテレビ会社HOT社による市場調査によると、消費者全体の約 45％は、デジタルゲームを 

使用している。また、各年齢層におけるゲームの使用状況は以下の通り。 

ü 子供の約 34％がゲームを使用している。 

ü 10歳以上 18歳未満の約 66％がゲームを使用している。 

ü 18歳以上の大人の約 39％がゲームを使用している。 

ü 消費者全体の 14.3％が、家庭用ゲーム機専用のゲームを使用している。 
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 ▫♥♬ꜙⱵ◖─כꜘ▬꜠ⱶⱪכ◕ 

イスラエルにおけるゲームプレイヤーのコミュニティは、小規模で組織化されておらず、欧米ほど

活動的ではない。インターネットのポータルやコンファレンスがある程度で、トーナメント、新し

いゲームの発表会、ゲーム関連の展示会、団体・リーグなど大規模なイベントは開催されていない。 

 

  

報道によると、イスラエルでは、著作権侵害が広くまん延しており、ゲームの多くはインターネッ

トから不法にダウンロードされている。この著作権侵害による損害額は、年間約 1500万シェケルほ

どと想定されている。 

 

 

 

 

 ◖fiⱧꜙכ◕הכ♃כⱶ─ ─  

イスラエルのコンピューター・ゲームの製造企業や開発者にとって、世界のゲーム産業・市場

に参入することはハードルの高い課題となっている。そのため、コンピューター・ゲームの開発

企業は、ハイテク産業・分野での研究開発が発展しているにも関わらず、その企業の数は非常に

尐ない。また、これらの企業の大半は、小規模のベンチャー企業が中心で、小型オンライン・ゲ

ームなどを中心に開発している。開発された小型ゲームは、他社のマーケティング用途として使

用されているケースが多い。例えば、携帯電話関連の大手企業やテレビ・ゲーム・チャンネル会

社などが、自社ブランドの販売向上のために、これらのオンライン・ゲームなどをサービスの一

環として提供している。 

2007年度にコンピューター・ゲーム産業に投資された額は、8千万～1億米ドルと推定されて

おり、投資対象は、すべて技術関連企業であった。中でも、最も重要視されたのはカジュアル・

ゲームである。この投資額からみても、イスラエルのゲーム産業は未だ小規模である。 

 

①Overon Media社 

イスラエルのコンピューター・ゲーム開発企業の代表として挙げられる同社は、カジュアル・

ゲームを開発・販売しており、イスラエル国内だけではなく海外でも活動している。カジュアル・

ゲームは、インターネット、携帯電話、テレビなどが主要な販売ルートである。 

同社は、MTV、マイクロソフト、My Space、Veraison and Comcastなどのゲーム関連イン

ターネット・サイトを管理し、またイスラエル国内では、携帯電話の大手企業 Orange社のゲー

ム関連サイトを管理している。 

 

②Funtactix社 

Funtactix社は、ゲーム開発のみにターゲットを絞り、周辺機器技術は開発していない。同社

は、「Moondo」という新しいコンセプトの製品をバーチャル・ゲーム界に導入した。この製品

は、それぞれのカジュアル・ゲーム・プレイヤーが、お気に入りのキャラクターに変身し、同社

が開発した様々なゲーム間を自由に移動しながら、別のゲーム・プレイヤーと一緒にゲームをす

ることができるものである。同社は、この「cross-gaming」と呼ばれる新しいコンセプトのゲー

ム開発により、注目を集めている。 

 

 ⅔╟┘ ─  

イスラエルのコンピューター・ゲーム市場は、国際的ゲーム・ブランド製品の正式な専売権を

持つ輸入業者 3社がリードしており、同 3社で国内の約 70～80％のシェアを占めている。残りの

輸入は、他の輸入業者によるものであるが、この場合、専売権を持たずに輸入している。これら
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の正式な専売権を持つ大手輸入卸売業者 3社は、Hed Artzi社、Namco Bandai partners Israel

社 （以前の「Atari Israel」社）、及び Isfar Home Tech社である。 

 

①Namco Bandai partners Israel 社 

最近まで、Atari Israel 社は、Atari コンピューター・ゲーム、およびその他数社のゲーム・

ブランド品の代表会社として活動していた。その後、2009年 7月、「Atari Israel」社は、日本

のバンダイナムコホールディングス社の子会社であるNamco Bandai games Europe社により

買収され、社名もNamco Bandai partners Israel社に変更した。 

これにより、Atari社が経営していたヨーロッパを拠点にした関連企業も全て同時に買収され

た。 

Namco Bandai Israel社は、前述のイスラエルの大手輸入業者 3社のうち、唯一コンピュータ

ー・ゲーム及びゲーム機のガジェットも取り扱っている企業である。 

同社が専売使用権を持つゲーム・ブランドとしては、「Namco Bandai」、「Atari」、「Activision 

Bilizard」、「EA (Electronics Arts)」、「Disney Interactive」、「THQ」、「Codemasters」、

「BATESTA」、「Lucas Arts」等がある。 

 

②Hed Artzi 社・NMC United Entertainment Ltd 

Hed Artzi社は、近年 NMC United Entertainment社に買収され、合併した。 

NMC United Entertainment社は、ホーム・エンターテイメント事業に積極的で、音楽、映

画、マルチメディアのコンテンツを輸入・販売している。同社は、イスラエルにおいて、DVD

のレンタル・販売を取り扱う国際的チェーン・ストアの Tower Record(タワーレコード）や

Blockbuster(ブロックバスター)も経営している。 

輸入販売しているコンピューター・ゲームは、「Ubisoft Entertainment」、「Vivendi Games」、

「SEGA」、「Take2」、「Eidos」等がある。また、これらの輸入販売事業以外にも、同社は

コンピューター・ゲームや映画、音楽のコンテンツ技術の向上にも取り組んでいる。 

 

③Isfar Home Tech 社 

Isfar Home Tech社は、ソニー社の家電製品の専売権を持つ代理店である。同社は、プレイス

テーション、PSP、そして、その他様々なソニーのコンピューター・ゲームの輸入・販売を手掛

けている。また、コンピューター・ゲームの「Midway」や「Konami Capcom」の卸売業者で

もある。 

 

 ♩כꜟ 

コンピューター・ゲーム、家庭用ゲーム機、およびビデオ・ゲームを販売する主なチェーン・

ストアとしては、「Toys R Us」、「Bug Multisysytems」、「Traklin Hashmal（Isfar社によ

る経営）」、「Bet Buy ð BigBox」等などがある。一部のチェーン・ストアは、前述の大手輸

入企業・卸売業者により経営されている。 

また、ガジェット専門店、おもちゃ屋、ゲーム専用のインターネット・ポータル、その他のオ

ンライン・ショップなどでも販売されている。   

 

インターネット・ポータル・サイト 

イスラエルで有名なゲーム専用のインターネット・ポータル・サイトは以下のとおり。 

Gamer：一部 Hed Artzi社による経営。 

VGames：Smile Media社による経営。 

VGames：最も大きいゲーム専用ポータル・サイト。 



30 
Copyright (C) 2010 JETRO. All rights reserved. 

 

Walla：イスラエルの大手一般ポータル・サイトの一つであるが、その中のゲーム専用ポータル・

サイトを設けており、関連製品の販売、販売店の情報、ゲームのレビュー、仮想ゲーム・

コミュニティなどが利用できる。「Bezeq」社や「Shoken」グループが株主。 

 

 

ⱶכ◕ ─  

 

─ⱶכ◕   

イスラエルでは、ネット上のコンピューター・ゲームをするユニーク・ビジター（IPごとに 

カウントされた重複カウントしないビジター）数がおよそ 3 億人と想定される。その内訳は以下

の通り。 

ü 75％が男性 

ü 3分の 1が 18歳以下の未成年 

ü 3分の 1が 18歳から 34歳まで 

ü 3分の 1が 35歳以上 

 

 

 ─  

イスラエルにおけるビデオ及びコンピューター・ゲームのユーザーは、欧米のユーザーと非常

に類似しており、「Janners」など、欧米で人気のあるゲームを好む。 

例えば、欧米で上位 10 位にランキングしたゲームは、イスラエルでも同じように上位 10 位に

ランキングしている。ゲームを買い換える間隔も米国やヨーロッパとほぼ一致している。 

 

  

主要輸入・販売企業によると、「イスラエルのゲーム機の小売価格は、米国の小売価格よりも

数倍高いが、ゲーム自体は米国やヨーロッパよりも安いものもある」という。 

一般的には、イスラエルのゲーム製品は全般的に高価格である。 

その理由としては、イスラエル市場での出荷量が尐ないこと、そして多くのゲームがインターネ

ットから不法にダウンロードされているため、売上げが伸びないことが挙げられる。 

 

家庭用ゲーム機の平均価格 

2009年の基本付属品付きのパッケージ対象 

マイクロソフ
ト

Wii DS Lite PlayStation 3 PSP Xbox360

価格 1,800 NIS 800 NIS 2,100 NIS 900 NIS 2,000 NIS

任天堂 ソニー

注

１：価格は、付属品の内容により多尐異なる 

出所：大手家電製品ストア及びオンライン・ショップより 

 

また、コンピューター・ゲーム・ソフトの平均価格は 50～250NIS、家庭用ゲーム機「プレ

イステーション 3（PS3）」および「Wii」のゲーム・ソフトは、400NIS 前後となっている。

（一般的に、新しいゲーム・ソフトが販売されると、最初は大体 400NIS 前後で販売され、半

年後以降には半額の 200NISほどになる。） 
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ⱶכ◕   

イスラエル市場で最も人気のゲーム・ソフトは以下の通りである。 

 

ü 「Pro Evolution Soccer（日本では「ウイニングイレブン」）（コナミ） 

ü 「Call Of Duty」（Activision ） 

ü 「Quake」（id Software） 

ü 「Mario Bros（マリオブラザーズ）」（任天堂）  

ü 「The Legend of Zelda（ゼルダの伝説）」（任天堂） 

 

  

2008年、イスラエル産業貿易労働省は、イスラエルで販売されるコンピューター・ゲームに、

同省発行マークを表示することを義務付けた。このマーク発行の際には、各ゲームの内容、人

種差別、暴力、恐怖、ギャンブル、性的関連性の強いもの、ドラッグ関連性の強いものなどが

ないかどうかを確認・審査すると共に、子供や青尐年に適しているかも確認され、使用適正年

齢などを指定する。また、このマークは、それぞれのゲーム内容の概要も記述している。この

義務化されたマークは、PEGI団体(Pan-European Game Information)の基準によるものであ

る。 

このマークと一緒に指定される適正年齢の範囲は、3歳以上、、7歳以上、12歳以上、16歳

以上、18歳以上の 5段階に分類されている。このマークの表示義務は、コンピューター・ゲー

ムに限られているため、同省は、コンピューター・ゲームの定義も発表している。 

 

 

⌐ⱶכ◕─  ∆╢  

イスラエルのゲーム関連企業によると、イスラエルのゲーム関連輸入企業や卸売業者は、日

本企業による積極的なイスラエル市場への参入を求めているという。例えば、任天堂などは、

イスラエル市場での需要も高く、代理店を設立するか、あるいはイスラエルの輸入企業に専売

権を与えて販売すれば、大きな売り上げを伸ばすことが出来るとの見解を示している。 

イスラエルのユーザーは、エンターテイメントに対する関心が非常に高く、人口一人当たり

のエンターテイメント関連出資額も高い。また、子供に買い与えるおもちゃやゲームの出資額

も、比較的高い。 

このように、イスラエルのゲーム市場は、企業のサービスやサポートを含む供給が不十分な

ために伸び悩んでいる状態であり、日本企業の積極的な参入により成長する見込みの高い市場

であると言える。 

一部の企業の財務報告書からも、日本の製品を販売することにより、高い実績を上げたという、

日本製品に対する需要の高さが伺える。 

 

 

 ⅛╠─  

近年、以下のイスラエルの大手通信企業がゲーム業界に参入しつつある。 

 

HOT Cable Systems Media, Ltd 

HOT社は、イスラエルのケーブル・テレビ会社 2社のうちの一つである（もう 1社の YES

社は、衛星テレビ会社で、この 2 社で、イスラエルのケーブル・テレビ市場をほぼ独占してい

る）。HOT社は、同社のケーブル・テレビを使用している顧客の各家庭に既に設置してあるテ
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レビ用通信機を通して、コンピューターや家庭用ゲーム機用のゲーム・コンテンツを提供する

サービスを開始する予定である。 

この革新的なサービスは、イスラエルで最近開発された技術により実現できるようになった。

HOT社は、現在、このゲーム・チャンネルをパイロット・サービスとしてテスト中である。サ

ービスが実際に開始された場合は、ユーザーは、月々特定の追加料金を支払うことにより、こ

のチャンネルを通して、世界的に人気の高いブランドのゲーム・コンテンツ各種を自由に使用

できるようになり、これによりコンピューター・ゲームや家庭用ゲーム機で三次元空間（3D）

のゲーム等が、テレビ・チャンネルから体験できるようになる。このプラットフォームは、ゲ

ーム製造業者との競争ではなく、ゲームをサービスの一環としてユーザーに提供しようとする、

別のケーブル・テレビ会社との競争を引き起こす可能性がある。 

 

Bezeq The Israel Telecommunication Corp, Ltd 

Bezeq社は、イスラエル最大の通信サービス・プロバイダーである。 

2008 年は、ゲーム・ポータル・サイト「Bgames」を開設し、コンピューターからゲームを

注文できる、イスラエルで初のゲーム・オン・デマンド（GOD）サービスを開始した。サイト

からは、数百以上のゲームがダウンロードできるようになっており、ビデオ体験、三次元空間

及び高音質の機能が使用可能である。 

また、同社は最近、事業拡大の一環として、ユーザーがバンド幅 50メガまで使用できる次世

代ネットワーク（NGN）インフラも開始し、これにより、ゲーム業界にも参入できる基盤が出

来上がった。同社は、「次世代ネットワークはゲーム業界にとっても市場を活性化する良い機

会となる」と発表している。 

 

Cellcom Israel, Ltd 

Cellcom社は、（2009年 6月 30日現在、）約 322万 8000人のユーザーを抱える、イスラ

エルの大手携帯電話サービス・プロバイダーの一つである。 

同社の携帯電話ネットワークを通じて、オンライン・ゲームのサービスを提供している。こ

のオンライン・ゲーム・サービスの提供にあたって、世界トップのゲーム会社、Electrics Arts

（EA）社と提携した。また携帯電話から自分の家庭用ゲーム機にアクセスできる「Hoot」とい

う別のサービスも提供している。 

 

このように、異業種の大手企業である HOT社や Bezeq社も、ゲーム業界の将来性を確信して

ゲーム業界へ参入する準備を進めている。 

 

 

 ─  

新しい手法でコンピューター・ゲームを販売するビジネス・モデルなどが進められており、ゲ

ーム市場における主要企業のシェアや関係が変わる可能性がある。 

 

家庭用ゲーム、コンピューター・ゲームが幅広い層に受け入れられ、ゲームのユーザー層が、

ゲームに詳しい人だけはなく、初心者を含む一般消費者層へと変化・拡大することも予想される。

また、現在は比較的高価格であるゲーム機やゲーム・ソフトの価格が低下することも期待されて

いる。 

 

大人のゲーム・ユーザー数が定期的に増加している。大人のユーザー数の増加は、技術の進展

に比例していることであり、販売業者は、「特に三次元（3D）映像技術が発達すると共に、大

人のユーザー数が更に増える」と見込んでいる。 
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また、「iPhone」は、任天堂の「DS Lite」やソニーの「PSP」に対抗する強力な商品で、「DS 

Lite」や「PSP」を抜いて市場のトップとなるとも予想されている。 

マイクロソフトが近日発売する予定の「Project Natal」は、カメラや深度センサー、マイクロ

フォンなどを駆使することで、コントローラーを使わずにゲームを操作することを可能にした新

しいインターフェイスを有しており、市場の期待も大きい。 

 

 

◖fi♥fi♠  ▪♬ⱷכ◦ꜛfi≤  

 

イスラエルでは、極尐数ではあるが、アニメーションだけを専門に放送する子供用アニメテレ

ビ・チャンネルがある。最近、ケーブル・テレビ会社の HOT社及び衛星テレビの YES社が、ア

ニメーションだけを常時放送する番組を設けるなどしている。 

イスラエルでは、この HOT社あるいは YES社のどちらかのテレビ・ネットワークを、ほとん

どの世帯が利用しているため、利用率が非常に安定しており、積極的に新しい様々なコンテンツ

やチャンネルを放送している。このアニメ・チャンネルにおいて、イスラエル国内外のアニメー

ションも放送されており、さらに、日本のアニメーションも随時放送されている。 

 

また、アニメーション映画も国内各地の映画館で放映されており、テルアビブ市やハイファ市

等の都市部の映画館では、時折、アニメーション映画のイベントなども開催されている。とはい

え、HOT社あるいは YES社によって放送されているテレビ・アニメーションや映画が、国内に

最も影響力があると言える。 

 

 ─ ▪♬ⱷ 

イスラエルのテレビで放送され、子供も最も人気のある日本のアニメーションとしては、高橋

留美子原作の「犬夜叉」や鳥山明原作の「ドラゴンボール」等がある。テレビ放送されていない

が、日本アニメをインターネットでダウンロードして視聴している日本アニメのファンも年々増

加している。アニメファンの間で最も人気があり、ダウンロードされている率が最も高い日本の

アニメーションは、岸本斉史原作の「ナルト」である。 

 

 

 ▪♬ⱷ ─  

イスラエルのアニメファンは、数千人と想定され、特にインターネット上では、ヘブライ語の

アニメ関連ウェブサイト、コミュニティ、フォーラム、チャット・ルームなどがある。会場を借

りて開催されるアニメ・フォーラムやイベントでは、約千人の参加者が集まっている。最近では、

アニメのコスプレ大会なども開催されている。アニメファンの年齢層は、小中学生、高校生（18

歳未満の子供）が大半である。 

また、日本のアニメファンは、言語も原作の日本語のままで視聴することを重視し、そのため

日本語を勉強して理解しようとする傾向がある。この状況を早々と察した衛星テレビの YES社が

放送するアニメーションは、吹き替えではなく、字幕翻訳のものが増えている。さらに、熱狂的

なアニメファンは、テレビで放送されるコンテンツだけでは満足せず、様々なアニメーションを

インターネットからダウンロードして視聴している。 

 

ヘブライ大学やテルアビブ大学は日本語学科も有しているが、以前は日本の経済、歴史、文化

に関心の高い学生が日本語学科に入学してきたが、最近では、日本のアニメに関心を持って入学

してくる学生も多く、また、それらのアニメから、独学で日本語を学んでいる学生も多いという。 
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 ─▪♬ⱷ─  

イスラエルでは、アニメーションは子供のものという考え方が圧倒的に強く、大人のアニメフ

ァンはまだ尐ない。最初に日本のアニメが注目され始めたのは、「ポケモン」が市場に参入して

からである。その後、宮崎駿監督映画などが映画館・テレビでも上映・放映されるようになり、

日本のアニメの人気が確立されていった。 

一般的に、世界に輸出されている日本のテレビ・アニメは、原作がコミックのため、「作り」

が丁寧で、「ヒーロー」の題材に偏ったアメリカアニメとは異なり、内容もバラエティに富んで

おり、非常に高い評価を受けている。 

 

 

 ▪♬ⱷ─♥꜠ⱦה♅ꜗfiⱠꜟ 

「Arutz Hyeladim」（子供専用チャンネル）： 

テレビ番組の制作会社、Noga Communications 社により製作され、ケーブル・テレビや衛

星テレビから放送されている。 

「Jetx」： 

アメリカのアニメ・チャンネルで、イスラエルでも放送されている。 

 

過去数年間、衛星テレビの YES 社では、アニメーションだけを常時放送する番組を設けて放

送していた。 

 

 

  

イスラエルでは、アニメを専門に輸入・販売する企業は特にいないが、独自に漫画や日本のア

ニメなどを輸入・販売している個人経営店は増えつつある。 

 

 

 ─ ≤ ⇔ 

他の欧米諸国と比較して、イスラエルのアニメ視聴者・ファンは、小学生から高校生が大半で

あるが、今後は、他の先進国同様、大人のアニメ視聴者・ファンが増加すると推定されている。 

近年、日本のアニメが非常に注目されており、今後、更に多くの日本のアニメ・コンテンツが

輸入され、適切なマーケティング戦略によって市場に参入出来れば、日本アニメは確実にイスラ

エル市場での大きなシェアを占めることが予想される。 

これまでも、イスラエルでは「日本」に対する関心が高く、国内各種メディアが、日本、日本人、

日本文化、日本食などを取り上げることが非常に多い。 

この様な、イスラエル人の「日本好み」の傾向からも、イスラエル企業や業界関係者は、イスラ

エルにおける日本のコンテンツ商品・製品の需要が、今後高まっていくと予想している。 
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▬☻ꜝ◄ꜟ⌐⅔↑╢ⱦ☺Ⱡ☻◓ꜟכⱪ─ -  

 

1950年代のイスラエルは、与党・政府・国家機関・ヒスタドルート（労働組合）間における

組織とリーダーシップの境界線が不明確であった。 国と与党指導部の間でも、お互いの役割が

あいまいであったことから、政府があらゆる領域の経済活動に介入する状況であった。国による

国家資源の管理が優先され、それがそのまま一元集中の組織を作り上げた。 

これらの事情により、この時期にはイスラエル政府、ユダヤ機関、ヒスタドルートという3つ

の主要な組織・機関によって、多くの企業や商店が設立され、その組織下に置かれた。  

 

政府による投資や企業の管理方針は、時代の変遷とともに移り変わっている。1950年代中頃

までは、天然資源、水、土地と国の安全を確保する分野の国有化を推進し、主に天然資源の発掘

と公共事業分野の企業の設立を進めた。 

 

1950年代の終わりには、政府は多数の投資会社を設立し、それらの会社を通じて製造業を支

援し、大規模な原油取引も開始した。1962年からは、建設会社と住宅会社、銀行、保険会社な

どへと、支援分野を拡大した。これに伴い、企業への融資、地域開発または住宅建築への貸付を

促進させた。その結果、政府の影響力は増し、その多様化した活動は国内経済・市場のほとんど

の分野に及んだ。 

 

世界シオニスト連盟の中核組織であったユダヤ機関は、Leumi Le-Israel銀行を経由して、国

内経済の基幹企業、農業（Yakhin社とMekorot社）、物流（Zim社）、建設（Rasco社）の各分

野に対して、政府と共同して投資を進めた。 

 

イスラエル建国時には、ユダヤ機関から多大な資金が、イスラエルへの大規模なユダヤ人移住

にあてられた。これにより、ユダヤ機関の有する資金源は徐々に減尐し、ユダヤ機関が所有する

企業も減尐した。その結果、これまでユダヤ機関が所有していた多くの企業は、政府に移譲され

たり、他のパートナー機関（Jewish National FundやHevrat Haovdimなど）にも分散されるな

どした。  

 

ヒスタドルート（労働組合）傘下のHevrat Haovdimは、1920年に設立された。設立後、ヒス

タドルートは独立した経済企業を設立し始めた。1921年、Hapoalim銀行が設立され、その2年

後、イスラエルで公共分野と建設分野の管理・監視役としての役割を担うSolel Boneh社が設立

された。 Hevrat Haovdimの政策は、シオニズムと社会主義という二つの主要目的に沿って決

定されていた。シオニズムと社会主義は、収益は最終目的ではなく、働くことの必要原動力とみ

なしている。この考え方により、Hevrat Haovdimは、ユダヤ人労働者の生活向上と労働の場を

提供することに重点をおいた事業活動に従事し、これは同時に、当時の国民全体の意向にも合致

していた。 

 

これらの状況により、経済、セキュリティおよび政治的に重要な基幹企業を作るため、ヒスタ

ドルートとユダヤ人機関の間には、密接な関係が出来上がった。当時、ヒスタドルート・グルー

プの系列には、約2,000の企業体が含まれていた。1960年代中頃には、イスラエル経済の総就業

者数の約8.4パーセントがヒスタドルートの系列会社に所属していた。 
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Hevrat Haovdimの系列には、Solel Boneh社、Koor社、Choma社、Shikun Haovdim社、

Teus Azori Pituach社、Yahkin Chakal社、Hasneh社、Hapoalim銀行、およびMashbir 

Mercazi社とTnuva社などの共同組合があった。 

 

国営企業の経営陣が、政府や国防軍幹部と関係の深い政治家で構成されていた事実は興味深い。 

前述の3つの企業グループに加え、9つの民間ビジネスグループが同時期に存在していた。これら

は、家族経営若しくは複数の家族間が共同所有する企業も含まれている。ヒスタドルートと政府

が国益を追求して活動する中、これらの民間経営者は、企業利益を生み出すことに専念していた。

民間ビジネスグループの事業範囲は、銀行と保険（Recanatiファミリー、Elronファミリー、

Nachum Zeev & Williamsグループが所有するDiscount銀行グループ）、産業と貿易（Central 

Company for Trade and Investment Ltd.社、Meirグループ、Sacharovグループ）、建築（アフ

リカ・イスラエル投資会社とPEC-Israel Economic Corporation）、旅行（Miamiグループ）及び

その他の多くの産業・分野に及んだ。 

 

この時期、政府と企業間の株の持ち合いが進んだため、一般的なグループ会社でよく見られる

垂直型（ピラミッド型）の持株構造はあまり見られなかった。政府は、ビジネスグループの設立

を指示し、その開発に強い影響を与えたが、その反面、経済利益にはあまり関心がなく、経済成

長の促進には民間経営者の経験に頼った。同時に、ビジネスグループは、政府の協力を得て金融

資産を多角化し、企業リスクを回避するために、政府保険も活用した。 

 

1960年代初期の価格下落や、1969年から始まった不況は、イスラエルのビジネスグループの

構造に多大な衝撃を与えた。民間企業の経営は代々引き続がれていたが、経営者家族内やビジネ

ス・パートナー間の揉め事が表面化するなどした。この時期には、企業売却が活発化し、経営マ

ップも変化した。海外投資家であるか現地投資家であるか、Hevrat Haovdimに所属しているか

どうかに関わらず、イスラエルの民間企業は、当該企業を必要とする経営者・企業に売却された。  

 

この企業売却の流れは、最終的にイスラエル経済の二重構造を生み出した。これにより多くの

中小企業が尐数の大企業（約50社）に吸収された。結果的に、1960年代の不況は、イスラエル

におけるビジネスグループの歴史上、最初の転換点となり、経済の集中化と分極化が増した。 

 

1960年代の終わりに、多数の企業グループが経済力を増大させたのは、軍需産業が大きな発

展を遂げたことに起因している。ほとんどのセキュリティ関連企業は、国営企業グループ、また

は大規模ホールディング・グループに属していた。主に1960年代の終わりから1973年以降にか

けて、イスラエルの経済成長は軍需産業によって牽引されたため、これらのビジネスグループは

急速な発展を遂げた。 

 

1974年から1975年の高インフレ時期にも、ビジネスグループの中心的な役割は強化された。

この期間は、ビジネスグループにとってまさに黄金時代と言える。軍事部門と金融部門が拡大さ

れ、これらの部門が、多くのビジネスグループの中核となった。例えば、Leumi銀行、Hapoalim

銀行とDiscountの三大銀行（それぞれ主なビジネスグループに属していた）は、1975年からの5

年間で、GNPのシェアを2倍近く伸ばし、利益は約4倍となった。 

  

一方で、ビジネスグループは不況の影響も受けた。1980年代中頃、ほとんどのビジネスグル

ープは2回の危機に直面した。1つ目は、1983年の銀行恐慌により、主に金融関係企業の経営が

政府に移行した。2つ目は、1985年、世界的な軍需市場の落ち込みや、国防予算の大幅削減によ

り、軍需産業における企業利益が大幅に低下し、政府による経済安定化計画が導入された。  
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安定化計画の後、経済システムの中で思い切った改革が必要であることが認識され始めた。国

民の大多数からの支持を得た安定化計画により、政策立案者は、イスラエル経済に最も適した改

善方法を研究し、そしてそれを実践した。 

 

民営化計画の結果、国営企業の比率は、1985年の27％から1995年の6％へと縮小した。民営化

された企業のほとんどは、ビジネスグループの組織下へと移行された。また、1987年にIAI（Israel 

Aerospace Industries）が多くのエンジニアを解雇した直後には、政府が独占していた軍事関連

ハイテク企業の多くも民間に移行されることとなり、IAIを解雇されたエンジニアは、ハイテク

分野と科学分野において、多くの企業を設立した。 

 

ビジネスグループは、これらの新しい企業の一部を買収し、あるいはそれらの企業に投資し、

経営・ビジネスを拡大することに成功し、雇用創出のニーズに対応する結果となった。1990年

代の終わりには、1960年代と1970年代の規模で運営を続けるビジネスグループは無くなった。

現在そのまま存在するビジネスグループはほとんど無く、尐なくとも経営者は交代している。 

民営化プロセスと、それに伴う政府介入の大幅な減尐に加え、ヒスタドルート系列のビジネス

グループ内で大きな変化が起こった。 

 

国民純生産（NNP）のグループ・シェアは、1953年の18%から、60年代と70年代には23%へ

と増加したが、1990年代初頭には14%に減尐し、その後、2000年代初頭には、数%まで減尐し

た。大部分の事業・企業は、民間企業家に売却された。 

 

ユダヤ機関グループも徐々に縮小した。その結果、グループの求心力であるRasco社 (多数の

子会社、主にElectra社とTelco社を所有) が、Arad社（Eisenbergファミリー及びGesuntheit & 

Shpitzerファミリーが所有）の孫会社となった。Electra社はZelkindファミリーの所有となった。  

 

5つの大手銀行、Hapoalim銀行、Leumi銀行、Discount銀行、Mizrahi銀行、およびFirst 

International銀行のうち、First International銀行のみがSafraファミリーによって経営された。

他の4行は、1983年の銀行株崩壊後、イスラエル政府によって経営された。また、国営銀行の民

営化策の一環として、Mizrahi銀行の経営は、OferファミリーとMozi Wertheimファミリーに売

却された。そして、Hapoalim銀行の経営権は、ArissonファミリーとDanknerファミリーが買収

した。大手ホールディング会社であるIDB社、Israel Corporation社、Koor社、およびFirst 

International銀行は、それぞれ新しい所有者であるDanknerグループ、Oferファミリー、Charles 

Bronfman氏経営下のClaridgeグループ、LibermanファミリーとTsadik Bino氏にそれぞれ売却

された。他にも、資金力のあるビジネスグループは同様に事業・経営を拡大、Elcoグループ

（Gershon Zelkind氏所有）はShekem社とElectra社を購入し、Fishmanグループ（Industrial 

Buildings社とJerusalem Economic Corporation社を所有）は、民営化計画でYediot Aharanot

社とArutzei Zahav社を購入した。Dudi Weissman氏とShraga Biran氏 (Dor Alon社)はBlue 

Square社を購入し、Lev Levaiev氏はダイヤモンド取引による成功後に、Africa Israelグループ

を引き継いだ。  

 

1990年代の終わりには、相当数の大企業・グループ所有者が交代した。所有者の交代は、将

来的な配当金支払保証も引き継ぐため、巨額の貸付金が必要となった。所有権が移行した会社は、

Bezeq社（Zeeviに移行。2005年にはSabanファミリーに移行）、Hapoalim銀行（Arissonに移

行）、Mizrahi銀行（OferファミリーとWertheimファミリーに移行）、Union銀行（Shlomo Eliyahu

氏、LevinskyファミリーとYehoshua Landau氏に移行）、Israel Corporation社（Eisenbergフ

ァミリーに移行。1999年にOferファミリーに経営権を売却）、Sonol fuel社とTambour paint 
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factory社（Borowitzファミリーに移行。近年、Azrieliグループに移行）、Delek fuel社（Yitzhak 

Teshuvaファミリー）、Yediot Aharonot社（Fishmanグループ）とグループ内のケーブル・テ

レビ会社である。また、その他にも、First International銀行（Tsadik Bino氏とLibermanファ

ミリーがSafraファミリーから購入した）と、IDBホーディングスの売却もあった（Recanatiフ

ァミリーとKarasoファミリーからDanny Dankner氏が購入）。  

 

一方で、ビジネスグループのユニークな構造はそのままで、イスラエル経済特有の横長型の持

ち株構造もそのままであった。新しい所有者のほとんどは、長年にわたって独自の事業活動を立

ち上げた企業家であった。ノウハウと優先経営戦略を駆使し、多くの場合、債権化された資本や

海外資本をベースにして、国内外でのハイテク技術・産業開発を急速に発展させ、多大な利益を

得た。 

 

これまでの企業とは異なり、新しいビジネスグループは、相互関係と社会的関係（系列会社同

士で共同の役員を採用するなど）によって、広範囲にわたるネットワークを築き上げ、イスラエ

ル経済における存在感を高めた。 

 

また、ビジネスグループは、海外における事業も拡大した。1990年代、ビジネスグループの

新しい経営者は、徐々にそのビジネスを拡大し、新たな分野への投資を増やしていった。不動産

会社、メディア（テレビ、新聞、ラジオ）会社やホールディング会社など、旧ビジネスグループ

の所有者による経営権が優遇されていた特定分野における企業の経営権も獲得した。 

旧エリート集団は新エリート集団に取って代わり、1990年代の終わりには、イスラエルでは

ビジネスグループの歴史的な新時代が幕開けしたと言える。 

 

イスラエルのビジネスグループの主な特徴としては、第1に、経営者/所有者の交代が早いこと

が挙げられる。ビジネスグループの経営者/所有者は、平均すると過去50年間で3回交代している。

このことは、経営、所有権、業績、そして投資家の利益も、ファミリー内の人間関係や特定個人

の戦略・優先度に依存することを意味する。 

第 2に、歴史的な変遷を分析すると、金融部門とビジネスグループとの間には、相互関係を結

ぶ緊密なネットワークが存在している。 
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ⱦ☺Ⱡ☻◓ꜟכⱪ  

 

卖位：百万ドル（数値は2008年）） 

グループ名 主要持株会社名 総資産 
持株会社

持分 

持株会社  

収益 
主要事業部門 主なグループ所属企業 

Nochi Dankner, 

Livnat & Manor  

IDB Group  27,472.6 2,258.0 6,514.2 産業, 通商, ｻｰﾋﾞｽ, 技術, 

通信, 不動産.  

Discount Investment, Clal 

Industries & Clal Insurance 

Holdings, Koor  

Bino -Liberman 

Group  

F.I.B.I. Holdings  26,077.6 1,393.5 873.6 銀行業 & 金融, ｴﾈﾙｷﾞｰ  First International Bank Of 

Israel (FIBI), Pagi, Bank Otsar 

Hahayal, CAL, U-Bank, PAZ  

Arison  Arison Holdings & 

Investments Group  

23,766.6 1,323.0 - 銀行業 , 建設 , 金融 , 水 

& ｴﾈﾙｷﾞｰ, ｲﾝﾌﾗ  

Bank Hapoalim, Israel salt 

industries, Shikun & Binui Ltd  

Itzhak Teshuva  Delek Group Ltd  20,162.0 1,147.3 13,350.6 燃料 , 石油精製 ,不動産 , 

生化学, 通信,保険  

Delek Real Estate, Delek 

Petroleum, Delek Investment & 

Properties, Phoenix  

Ofer  Israel Corporation  14,706.0 3,656.0 19,804.2 化学品, 輸送, 技術, ｴﾈﾙ

ｷﾞｰ  

Zim, Israel Chemicals, Tower, 

ORL Haifa, Inkia Energy  

Lev Levaev  AFI Group- Africa 

Israel Investments 

Ltd  

8,520.4 1,351.3 1,678.5 不動産 , 建設 , 織物 , 工

業, ﾎﾃﾙ, ｴﾈﾙｷﾞｰ ｲﾝﾌﾗ  

AFI Prop., Danya Cebus, AFI 

Hotels, AFI Indust., Alon Israel, 

Packer-Yadpaz  

Greenfeld & Schnor  Kardan Group  7,316.2 1,549.3 721.1 輸送機器, 消費財, 通信, 

不動産, ｲﾝﾌﾗ, 金融ｻｰﾋﾞｽ 

Kardan Israel, Kardan Real 

Estate, Universal Motors, 

TAHAL Group, TBIH, TBIF  

Salkind  Elco Holdings  4,357.3 514.2 2,040.4 空調ｼｽﾃﾑ, 設置ｻｰﾋﾞｽ, 電

気器具の貿易, 不動産  

Electra, Electra Consumer 

Goods, Electra Real Estate, 

Airwell  

Biran, Weissman  Alon Israel Oil Co  4,214.5 922.0 - ｶﾞｿﾘﾝｽﾀﾝﾄﾞ経営, LPGの

卸売り, ﾚｽﾄﾗﾝ, 小売  

Dor Alon Energy, Alon Energy 

USA, Blue Square, Pizza Hut  
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グループ名 主要持株会社名 総資産 
持株会社

持分 

持株会社  

収益 
主要事業部門 主なグループ所属企業 

Azrieli  Azrieli Group  3,866.4 1,630.7 2,146.4 不動産 , ｴﾈﾙｷﾞｰ, 塗料産

業, 金融  

Canit, Granite Hacarmel 

Investments  

Shoval  Export Investment Co.  2,441.7 107.9 77.8 銀行業, 資本市場  Jerusalem Bank  

Borowitz, Zavludowicz  Knafaim Holdings  2,081.2 165.1 2,177.9 貨物 & 乗客の航空輸送, 航

空機ﾘｰｽ  

El Al  

Eli El'ezra  El'ezra Holdings  1,961.6 3.4 431.5 建設, 保険, ﾘｰｽ  Apridar, Albar, L&D Insurance  

Arison Group  Shikun & Binui Ltd  1,906.6 50.6 1,239.6 不動産, 建設, 請負業, 製品

組立 

Shikun Ovdim, Solel Boneh, 

Shikun & Binui-S.B.I 

Infrastructure., Cross Roads 

Israel, Lime & Stone, Carmelton  

Federmann  Federmann Enterprises 

Investments  

1,701.5 533.1 - 観光業, 兵器ｼｽﾃﾑ, ｴﾚｸﾄﾛﾆｸ

ｽ, 電気光学  

Elbit Systems, Dan Hotels  

Eisenberg, Gesundheit  Arad Investments  1,696.6 315.3 467.3 不動産, 建設, ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ (ﾊｰ

ﾄﾞｳｪｱ/ｿﾌﾄｳｪｱ), 製品の組立

て, 倉庫  

Isras, Malam -Team, T.T.I., 

Hassin Esh,A. Arenson Ltd, Ocif 

Investments  

Akirov  AlRov (Israel)  1,476.5 241.2 141.0 不動産, 建設, ﾎﾃﾙ, ﾍﾞﾝﾁｬｰｷ

ｬﾋﾟﾀﾙ  

Alrov Real Estate& Lodging  

Fishman  Darban Investments  1,228.3 314 89.1 不動産 & 開発  Skalar, Shmei Bar, Mondon  

Elovitch（注1）  Eurocom Group  1,131.0 394.5 1,170.8 通信機器の貿易, ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ 

& 周辺機器, 通信ｻｰﾋﾞｽ 

Eurocom Communications, 

Eurocom Digital & Cellular 

Communications, Euronet  

Shimon, Gaon, Uri 

David  

B. Gaon Holdings  1,116.8 84.3 268.3 小売 & 貿易, 資本市場, 金

融ｻｰﾋﾞｽ, 農業関連事業  

Ace Auto Depot, Gaon Agro, H&O, 

Gaon Investment House, Gaon 

Retail  

Azrieli, Ishaayahu 

Landau  

Granite Hacarmel 

Investments  

1,023.3 189.6 2,338.1 石油 & ｶﾞｽの貿易, 塗料産

業, その他  

Sonol, Supergas, Sprint Motors, 

Tambour, Volcan, Granit 

Hacarmel Properties  

                                                   
（注1）2009年 10月、イスラエルの国内通信事業者「Bezeq」を買収した。 
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グループ名 主要持株会社名 総資産 
持株会社

持分 

持株会社  

収益 
主要事業部門 主なグループ所属企業 

Nimrodi  Israel Land 

Development Co  

981.0 224.0 285.0 不動産, 開発, 新聞, 野外広

告, ﾎﾃﾙ業  

ILD Hotels, ILD Communic.,ILD 

Malls, Optima Development  

Y. Meiman Group  Ampal Israel group  935.9 240.1 535.9 ｴﾈﾙｷﾞｰ, 化学品, 不動産, ﾚ

ｼﾞｬｰ, 金融 

The Middle East Gas Co., Gadot 

Chemical Tankers & Terminals, 

Bay Heart, Ampal Israel, Ampal 

Holding  

Roni Alroy  KMN Holdings  598.4 112.0 478.7 工業 , 不動産 , 通商 , 航空 , 

小売  

KMN Trade Holding, KMN Trade 

Int., Israel Mendelson, Isal Amlat  

Yigal Zilca  Y.Z. Queenco  502.9 351.9 201.4 観光業, ｶﾞｼﾞﾉ  Shachar Millenium, QLI  

Brenner Family  Agri Invest  468.9 53.6 213.2 輸送機器, ﾀｲﾔ, 不動産, 輸

送  

Kamor Ltd, Kamor Motors  

Zimmerman, Shrem, 

Fudim  

Shrem Fudim Group  452.1 84.6 39.6 資本市場, 通信 不動産, 通

商, 技術,環境  

Leader Holds., Shrem Fudim 

Tech. Greeenstone, Polar 

Communic. , Polar Inv.(see note)  

Zil Feldman  Polar Investments  396.3 80.0 11.4 不動産 & ｲﾝﾌﾗ, 通商, ｻｰﾋﾞ

ｽ  

Polar Real Estate, Hazera (1939) 

RCI (1939)  

Oren Tanhum  Inter Gamma  301.4 121.4 262.9 通商, 映像関連, 不動産, 通

信, ｲﾝﾌﾗ, 技術  

Delta Trade, Rapac 

communications & infrastructure, 

ORT Technologies, InterGamma 

Properties  

Fogel Nakash Group  The Ampa Group  279.0 - 64.2 金融 , 工業 , 不動産 , 家電 , 

通商  

Ampa invest., Ampa Ind., Amcor, 

Ampa Capital, Ampa Re. Est.  

Strauss Group  Strauss Holdings  5,435 2,698 6,246 食品  Strauss group  

Shmeltzer Group  Shlomo Holdings  5,742 596 1,951 車のﾘｰｽ&ﾚﾝﾀﾙ業, 保険, 工

業  

Shlomo car rental  

Afcon  

Kaz-Shachar group     自動車とﾄﾗｯｸの輸入, ﾘｰｽ, 

保険 

Mayer Car & Truck Imports, 

Phoenix 

出所：BDI CODE 2009（BdiCoface発行） 
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ⱦ☺Ⱡ☻◓ꜟכⱪ  

 

 Nochi Dankner ◓ꜟכⱪ ð IDBH  

 

概要 

IDBグループはイスラエル最大で、かつ業界をリードする多角経営グループで、総資産

は約US$270億。2003年にNochi Danknerファミリー、Manorファミリー、そしてLivnat

ファミリーによって買収された。現在100カ国以上に子会社を有し、総従業員数は4万人

に上る。  

 

事業部門 

保険、資本市場、通信、テクノロジー、工業、不動産開発、小売業、観光業 。 

 

財務状態 

卖位：百万NIS
2008

資産総額 113,320 106,633 104,451 104,836

株主資本 2,992 1,724 1,345 2,533

純利益/損益 2,384 244 -411 1,204  

出所：テルアビブ証券取引所（注2） 

 

 

 Bino-Liberman◓ꜟכⱪ -F.I.B.I, PAZ  

 

概要 

グループの主な保有者はF.I.B.I社とPaz社である。  

F.I.B.I Holding Company Ltd.社はイスラエルで5番目に大きな銀行グループである

First International銀行の親会社である。F.I.B.I社は、クレジット、預金、証券、外国

為替、金融派生商品、貿易、貸付金、年金相談、投資信託、ポートフォリオ管理、引き

受け業務、リース及び国際銀行業務などの、あらゆる金融サービスを提供している。 

 

事業部門 

F.I.B.I グループは、国内主要銀行子会社4行を含む、175の支社と事務所を有してい

る。同グループが有する主な企業とその活動は以下の通り。 

ü Bank Otsar Hahayal：一般向け金融業務に力を入れている他、軍事関係の顧客への

                                                   
（注2）以下、財務データの出所は全て「テルアビブ証券取引所」  
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サービスを行う。  

ü Poaley Agudat Israel Bank (PAGI)：超正統派コミュニティへのサービスを行う民

間金融機関。支店数は20。  

ü Ubank：プライベート・バンキングで、金融市場および資産管理を専門とする。  

ü Bank Massad：教職員へのサービスを行う銀行。  

ü F.I.B.I社は海外子会社を2社、「FIBI Bank (UK)」をロンドンに、「FIBI Bank 

(Switzerland)」をチューリッヒに有している。  

 

沿革 

「The First International Bank（First International銀行）」- 「F.I.B.I」は1972

年に、数社の小さな金融機関銀行(「Foreign Trade Bank」、「Export Bank」、「Israel 

Industrial Bank」、「Azmaut Mortgage」及び「Development Bank」と多くの独立

系準備基金)の合併により設立された。  

この銀行の投資家は、F.I.B.I Holdingsへの投資を行い、この銀行の持ち株会社として

残ったイスラエル政府、そして当時のイスラエル銀行への唯一の外国人投資家であった、

First Pennsylvania Bankであった。  

1978年、F.I.B.IにおけるFirst Pennsylvania Bankの 持ち株は、Eisenbergグループ

に売却され、1年後、Eisenbergグループは、Danotグループへその株式を売却した。  

11人の事業家によって設立・所有されるDanotグループは、F.I.B.Iの方針を、業界へ

運転資金を提供するという設立当時の目標に設定し直した。 

1980年代、First International銀行は海外に進出し、1981年にはロンドンに支店を開

設、その3年後にはチューリッヒに2つ目の支店を設立した。  

1986年、Jacques Nasser氏がFIBIの経営権を取得し、1990年には有名な銀行家一族

のSafrasグループが同銀行の経営権を取得する。  

2003年4月には、同銀行の経営権は、事業家Zadik Bino氏が代表を務めるBino 

Holdings Investment 社と、オーストラリアのLieberman一族から成るビジネスグルー

プに買収される。 

 

2004年、First International銀行は、民間金融機関及び金融市場活動を強化するため

に、Ubank（旧「Investec」）の経営権を取得する。 

2006年、小売部門市場をさらに強化しようとするFirst International銀行は、Bank 

Otsar Hahayalの経営権も取得する。 

  

現在、First Internationalグループは5行の銀行で構成されている。 
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「First International Bank」、「Bank Otsar Hahayal」、「Ubank」、「Bank Massad」、

「Bank Poalei Agudat Israel（超正統派ユダヤ教徒へのサービスを専門とし、ロンドン

とチューリッヒに子会社を持つ）」。  

 

財務状態 

卖位：百万NIS
2008

資産総額 101 96,610 99,147 92,799
株主資本 59 61 61 2,392
純利益/損益 95 58 -8 378  

 

 

 Paz  

 

概要  

Pazグループは、石油精製、製造、貯蔵、輸出、及びマーケティングと、エネルギー

業界向けの石油製品に従事している。同社はAshdod Oil Refinery社の他、石油製品貯蔵

ターミナルを所有し、国内260ヵ所の小売給油所ネットワーク、185店舗以上のコンビニ

エンスストア・チェーンを経営している。  

また、潤滑油、化学薬品、建築・建設産業用のビチューメン・シート、シーラントの

製造及び流通を含め、国内市場において多角的な経営を行っている。 

さらに、同グループの製造企業は、ジェット燃料の貯蔵及び流通にも従事しており、

自動給油サービスや、自動車隊への支援サービスを提供している。  

Pazグループは、国内エネルギー市場の約30％を占めており、国内最大規模の260カ所

の給油所を運営している。  

 

沿革 

1922年に「Anglo-Asiatic Petroleum」という社名で設立。 

1927年、世界的企業であるShellグループの経営下で運営を開始し、名称が「Shell 

Palestine」に変更された。 

1958年、イギリスのIsaac Woolfson氏とフランスのNachmias兄弟という新しい投資家

に経営権が移り、これにより、「Paz Petroleum Company Ltd.」と3度目の社名変更と

なった。  

1981年、Woolfson氏は、自身の所有株をイスラエル政府へ売却。 

1988年、政府は所有株をオーストラリア人の富豪Jack Liberman氏へ売却し、Pazグル

ープは民間企業となった。 

1994年、ClaridgeグループとRenaissance Fund社が同社株式の1/3を取得。 
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1999年、Bino Zadik氏が同社株式の60％、Jack Lieberman氏が30％を所有している。  

 

財務状態 

卖位：百万NIS
2008

資産総額 11,115 11,649 10,660 11,738
株主資本 2,953 2,517 2,688 2,668
純利益/損益 262 454 607 582  

 

 

 Ofer◓ꜟכⱪ -Israel Corporation  

 

概要 

1999年、OferグループはIsrael Corporation社を買収した。  

Israel Corporation社は、テルアビブ証券取引所（TASE：ILCO）の上場企業上位10社

に入る大企業である。製造事業の約50％、および連結収益の70％弱は、海外での事業に

よるものである。同社の中核となる保有株式は、肥料、特殊化学品、エネルギー、海運

業及び輸送業に集中している。 

  

沿革 

Israel Corporation社は、外国人投資家をイスラエルの国内開発に誘致する目的で、イ

スラエル政府によって1968年に設立された。 

1969年、1970年、1974年及び1982年に株式が一般公開され、1982年には、テルアビブ

証券取引所に上場した。 

1999年にOferグループが、同社の株式の大部分を取得。2007年12月31日の時点で、Ofer

グループが同社株式の55％、Bank Leumi Le-Israel Ltd.社が18％を保有し、残りは一

般投資家が保有する。  

 

 

事業部門 

主に化学品、海運業、エネルギー、輸送及び先端技術分野。  

 

財務状態 

卖位：百万NIS
2008

資産総額 14,589 16,418 14,706 13,596
株主資本 3,678 4,176 3,656 3,384
純利益/損益 63 922 1,170 373  
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金融危機の影響 

2009年上半期の決算では、1億900万ドルの損失が発表され（前年同時期の収入は3億

7,900万ドル）、また、同年第2四半期分だけでも、1億5,700万ドルの損失が発表された

（前年同時期の収入は2億6,800万ドル）。  

また、グループの海運業務を担っているZim Integrated Shipping Services社は、輸送

業界における世界的な不況の影響を強く受けており、現在、債権保有者と交渉中である。 

 

 

 Tshuva - Delek ◓ꜟכⱪ  

 

概要 

イスラエル最大のホールディング会社の1つであり、エネルギー、不動産及び自動車

の輸入に重点を置いている。  

 

沿革 

1951年にIsrael Fuel Corporation社として設立。小さなガソリンスタンド・チェーン

であったDelekグループは、現在では、エネルギー、インフラ関係、金融サービス、不

動産、自動車などの各分野・産業に積極的に投資を行う、世界的な多角的投資グループ

となった。  

1998年には、Isaac Sharon（Tshuva）氏がグループの経営権を占有し、2000年に、グ

ループは再構築された。現在は、テルアビブ証券取引所（TASE：DLEKG）に上場して

おり、イスラエルの大手企業トップ100である「TASE 100 Index」にも含まれている。  

 

現在グループに含まれる企業：  

・ Delek US：500カ所以上のガソリンスタンドとコンビニエンス・ストア・チェーン。

また、テキサス州タイラーの石油精製所及び商業施設La Gloriaを買収。 

・ Delek Energy：ベトナム、米国及びロシアでの石油掘削事業。 

・ Delek Capital：米国の保険グループであるRepublic Companies Inc.社とイスラエ

ル有数の証券会社であるPhoenix社を買収。 

・ Delek Real Estate：ヨーロッパ西部およびカナダにおける不動産事業を展開。 

・ Delek Benelux：近年設立され、「Texaco」のブランド名で、870カ所のガソリンス

タンドとコンビニエンス・ストアを運営。  

 

Delekグループが有する10社以上の子会社は、3つの異なるグローバル市場における株

式公開会社である。また、同グループは、イスラエル最大の自動車輸入代理店、国内最
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大の石油・ガソリン探査及び製造会社、独立系発電所の経営者、そして国内第2のガソ

リンスタンド・チェーンを有している。 

 

事業部門 

同グループの主な事業部門は以下の通り。 

ü 製油部門（米国）：石油精製と原油パイプラインの保有、また、主に米国テキサス

州での石油製品のマーケティングなどを運営。 

ü 石油製品部門（米国）：米国における燃料・石油の販売、コンビニエンス・ストア

併設のガソリンスタンド・チェーンの運営。 

ü 石油製品部門（イスラエル）：イスラエルにおける燃料・石油の販売、コンビニエ

ンス・ストア併設のガソリンスタンドの運営、および燃料貯蓄と供給事業。 

ü 石油製品部門（ヨーロッパ）：Benelux諸国（ベルギー、オランダ、ルクセンブル

ク）における燃料・石油の販売、コンビニエンス・ストア併設のガソリンスタンド・

チェーンの運営。 

ü エネルギー部門：天然ガス採掘事業と、石油及びガス探査事業。 

ü 自動車部門：Mazda及び Ford乗用車・商用車の輸入、マーケティング。 

ü 不動産部門：イスラエル及び海外の不動産市場における事業運営。 

ü 保険・金融部門（イスラエル）：Phoenix 社の株式 51.9%、および Menorah 社の

株式 2.2％の保有。  

ü 保険部門（米国）： 保険会社 Republic社を通じたテキサス、ルイジアナ、オクラ

ホマ及びニュー・メキシコでの保険サービス事業。 

 

さらに、Delekグループは多様な分野でも活動しており、Gadotグループのバイオ・ケ

ミカル企業の株式を64％、ケーブル・テレビ会社「HOT」社の株式を16％、脱塩事業の

IDE社の株式を50％保有するなどしている。また 他にも建設・建築企業、技術系企業、

金融関係企業などへ投資している。 

 

同グループの有する主な商品・ブランドは以下の通り。 

ü Delek Israel社は「Delek」及び「Gal」（ガソリンスタンド・ブランド）、「Menta」

（コンビニエンス・ストア・ブランド）、「Delkol」（石油ブランド）及び「Dalkan 

Delek」（電子給油サービス・ブランド）など、国内における様々な有名ブランド

会社を経営している。 

ü Delek Israel社は、「Delek Dragon」（石油）などのブランド名で石油製品を市場

に提供し、「Desko」及び「Mapco」といったブランド名の潤滑油を輸出している。 

ü イスラエルにおける「Exxon Mobile」の独占的輸入業者。 

ü Delek Israel社は、断熱材およびシーラントの分野で「BTI」、「Multigag」、
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「Mastigum」、「Masting」及び「Flexiigum」などの登録商標を保有。 

ü Delek Israel社は会社名「Bitum」の登録商標を保有。 

ü ウクライナ及びヨーロッパ東部において「Mastigum」や「Flexigum」ブランド製

品の登録商標を保有。  

ü Delek Automotive社は、1994年以来、マツダ（Mazda）車及び同車両部品の輸入

及び販売代理店で、マツダ社のシェアは国内自動車市場第1位である。1999年から

は、Ford車及び同車両部品の輸入・販売も開始している。 

ü Delek Automotive社は、Lincoln車及び同車両部品の輸入・販売権も有している。  

 

財務状態 

卖位：百万NIS
2008

資産総額 76,804 83,955 76,656 85,081
株主資本 4,442 8,094 4,362 9,183
純利益/損益 570 552 -2,313 2,236  

 

 Levaiev◓ꜟכⱪ-Africa Israel  

 

経歴 

Africa Israelグループは、民間企業として1934年に設立された。1973年に株式が公

開され、テルアビブ証券取引所（TASE）に上場された。 

2003年7月1日、TASE上場企業の上位25社（TASE 25 Index）に含まれた。 

1997年より、Lev Leviev氏が経営権を保有。 

2006年3月、Leviv氏はBank Leumi社の株式を取得した。  

 

事業部門 

同グループの主な事業部門は、以下の8部門に分かれている。  

不動産開発（イスラエル）、不動産貸付（イスラエル）、不動産開発/貸付（イスラエル

国外、米国および英連邦を除く）、不動産開発/貸付（米国）、不動産開発/貸付（英連

邦）、建設業・建築業、インフラ、工業部門。  

 

①不動産部門：  

AFI Development（ロシア）： 

LSEで取引される公開企業。2001年に設立。ロシア最大の不動産開発会社の１つであ

り、モスクワ、サンクト・ペテルブルク、ペルミ、ボルゴグラード等のロシア主要都

市において、ショッピング・モール、Tverskaya Zastavaサイトなどの住宅、オフィ

ス、ホテル、インフラ開発などの大規模プロジェクトを実施。 
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AFI 米国： 

2002年設立。高級住宅地開発プロジェクト、資産投資やホテル事業に重点を置いてい

る。ニューヨークにて積極的な投資を行っており、ニューヨーク・タイムズ・ビル、

クロックタワー及び高級マンション「APTHORP」ビルなどを所有。さらに、マイア

ミ、ロスアンゼルス、フェニックスでも積極的に活動しており、カリフォルニア单部

マートル・ビーチにおけるハードロック・アミューズメント・パーク（建設中）のビ

ジネス・パートナーでもあり、ラスベガスにおける巨大プロジェクトの開発・建設権

利も保有している。  

 

AFI ヨーロッパ： 

1998年以来、ヨーロッパにおけるグループの活動を調整している。チェコ、セルビア、

ブルガリア、ルーマニア、ポーランド、ハンガリー、ドイツ及びラトビアにおける住

宅、オフィス、ショッピング・モールの開発プロジェクトを実施している。さらに、

チェコ・プラハ市の「Palace Flora」ショッピング・モールや、ルーマニア・ブカレ

スト市での、完成後にはルーマニア国内最大規模のショッピング・モールとなる

「Kotroceni Park」を建設中である。 

 

AFI アジア大洋州：2005年以来、フィリピンにて不動産業を行っている。  

 

イスラエル国内の資産： 

数十万㎡規模の大型投資型資産、5つのショッピング・モール、3つのサイエンス及び

インダストリアル・パークとオフィス・ビルディングを所有。  

 

Africa Israel Residences： 

イスラエルでは「Savionim」のブランド名で運営。Africa Israelグループは、ショッ

ピング・センター、学校、緑地、文化及びスポーツ施設を含めた近隣地域一体の開発

を行っている。  

 

②建築・インフラ関係： 

Danya Cebus社： 

Africa Israelグループの建築・インフラ関係部門を担う企業。Danya Cebus社は、イ

スラエル国内の主要なインフラ・プロジェクトのほとんどに携わっており、ロシアや

ルーマニアでも積極的に事業を展開している。  
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BOT 及び PFIプロジェクト： 

「Africa Israel」グループは、イスラエル初の有料道路であるクロス・イスラエル・

ハイウェイ（Route 6）の運営管理企業の株式37.5%を所有している。 

他のBOT 及びPFI 事業には、ハイウェイ431、イスラエル初の民間刑務所、ヘブラ

イ大学の学生寮、テルアビブ・ライト・レール等がある。  

 

③エネルギー：  

Alonグループ： 

イスラエル最大のエネルギー関連グループであるAlon Oil社、及びAlon USA社が属し

ている。Alon USA社はBig Spring製油所の他、米国において約1,700あるガソリンス

タンドFINA、給油所、1,850マイル（2,977キロメートル）の石油パイプライン、ア

スファルト工場、コンビニエンス・ストアの「セブン・イレブン」170店舗以上を、

経営・運営している。  

 

Dorエネルギー社： 

イスラエル国内のガソリンスタンドと、「Super Alonit」ブランドのコンビニエンス・

ストア・チェーンを有している。また、イスラエルで2番目に大きなスーパーマーケ

ット・チェーンである「Blue Square」も有している。 

 

④AFI Industries： 

Africa Israelグループは、イスラエル最大の製鉄会社であるAFI Industries（旧Packer 

Plada）社、そして、ビルディング及びインテリア・デザイン・セラミック製品の設

計・製造における国内大手メーカーであるNegev Ceramics社の経営権を有している。

また、AFI Industries社はロシアでも積極的に活動を行っている。  

 

⑤その他の活動： 

観光・レジャー：Africa Israel Hotels社は、イスラエル国内の「Crown Plaza」と

「Holiday Inn」のフランチャイズ権を保有しており、国内に10件のホテル（2,250室）、

ロシアのキスロヴォツクにスパ・ホテル（400室）、ドイツにホテル1件と、ルーマニ

アのブカレストに3件のホテルを所有しており、ヨーロッパ域内での事業も拡大中で

ある。また、イスラエル单部のエイラート市における遊園地も所有・運営している。 

  

AFI ブランド： 

「Gottex」、「Gideon Oberson」、「Christina （カナダ）」などのファッション・

ブランドや、その他の国際的な水着ブランド、イスラエルの「Zara」および「Pull & 

Bear」のフランチャイズ等がある。  
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通信・メディア：  

テレコム・ソリューションを開発する「Tadiran Telecom」や、ロシア系移民用のロ

シア語テレビ放送局である「Israel Plus」（チャンネル9）の経営権を所有。 

 

資産管理： 

Africa Israel Investment House社は、大手企業や個人用の金融資産管理、引き受け

業務や、その他の金融サービスに従事している。  

 

財務状態 

卖位：百万NIS
2008

資産総額 30,503 38,042 32,395 39,328
株主資本 4,779 9,685 5,138 11,272
純利益/損益 -374 113 (-4,947) 5,178  

 

金融危機の影響 

世界的な経済悪化や世界中における不動産価値の劇的な下落により、同グループ経営

陣は多額の不良債権返済のため、適正価格での資産の売却に尽力した。2008年1月以降

現在まで、賃借対照表にある債権、主に債務証書及び証券所有者に対して、総額で330

億NISの返済を行った。とはいえ、金融を含む主要市場においては、引き続き不況が継

続している中、一方では、債務の返済は、これから数年以上にわたって資産が正常に売

却されるということを前提としているため、問題が悪化する可能性もある。加えて、以

下の理由によって経営陣が抱える問題・不安はは拡大しつつある。 

第一に、賃貸資産を既に売却したことで、キャッシュフローが減尐し、総資産も縮小

した。  

次に、現在の不況市場においては、企業資産の改善を目的とした融資を得ることは困

難であり、同様に、金融債務を運転資金に回すことも容易ではない。これらの信用に関

わる問題は、潜在的な会社所有権・株式の購入者からの投資・資金にも影響を与える。

資産販売取引の完了が遅れ、有利な価格での販売はさらに遅れることとなる。  

第三の理由として、現段階では、米国やロシアなどの主要市場での経済状況に改善は

見られない。  

さらに、財政的な不安の増大により、同社の監査人は財務諸表に注釈を記載するよう

になり、同社所有権・株式の潜在的な購入者にとっては、マイナス材料が増えることに

なる。 

これら要因が、同社の負債返済日の柔軟性の無さと相まって、資産に関連する交渉を

困難にし、有利な価格での販売・購入を妨げる可能性がある。  
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最後に、これらの状況により、資産売却の継続的なプロセスによって、管理リソース

が大幅に制約され、会社経営陣の発言力は減尐することが予想される。その結果、プロ

ジェクトに関連する現在及び将来のキャッシュフローが悪化し、会社資産と株式所有者

に対して、収益を上げることが出来なくなる懸念もある。 

長期的にも、これらの懸念事項が複合的に影響する中、将来的な債務の完全返済を実

現するために、債務返済期間中、資産売却への取り組みを継続して成功させることがで

きるのかどうかが重要となる。 

 

 

 Arison◓ꜟכⱪ - Arison Investments  

 

概要 

1991年に設立。Arison Investments社の主な活動分野は、金融、不動産、インフラ関

連、水道及びエネルギー関連。2008年時点で、同社は38カ国で事業を行っている。  

 

事業部門 

金融、不動産、インフラ関連、水道及びエネルギー関連。 

 

金融  

Hapoalim銀行：Arison Investments社は、Hapoalim銀行の経営権を有している。

Hapoalim銀行は88年間の経営実績があり、全ての金融分野における幅広い活動を実施

している。同銀行は世界2,500行以上のコルレス銀行と業務提携している。銀行の国際

業務は、ヨーロッパ、米国、カナダ、单米、アジアおよびオーストラリアを網羅してい

る。  

 

財務状態 

卖位：百万NIS
2008

資産総額 302,844 300,909 306,847 302,991
株主資本 19,733 18,758 18,795 18,778
純利益/損益 424 -973 -895 2,679  

 

金融危機の影響  

2008年、同銀行はサブプライム金融危機の影響を受け、純損失を出した。  

 

②Israel Salt Industries Ltd. 社 
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Arison Investments社が全株式を所有する民間企業のIsrael Salt Industries社は、工

業及び金融分野で活動している。イスラエルの製塩大手メーカーであるSalt Industries

社は、国内のAtlit、Eilat及びQaliaの3つの地域で製塩を行っている。そこで生産され

た塩は、さらに加工され、様々な目的、食品、繊維、水処理、農業などに使用されてい

る。Salt Industries社は、製品のほとんどをイスラエル国内で販売している他、ヨーロ

ッパ、中東、極東、米国及びアフリカなど、幅広い地域へ輸出している。  

 

③不動産とインフラ関連 

不動産とインフラ関連分野については、Arison Investments社における重要な部門の

一つ。 

Shikun & Binui Ltd.社：Arison Investments社は、テルアビブ証券取引所に上場し

ている大手インフラ関係及び不動産企業であるShikun & Binui社の全株式を保有して

いる。Shikun & Binui社の子会社は、1924年以来、イスラエル国内外における大規模

な建設・建設、その他のインフラ関連プロジェクト、環境プロジェクト等の豊富な実績

を有している。  

 

Shikun & Binui社は、様々な子会社（Shikun & Binui Concession社、Shikun & 

Binui S.B.I. Infrastructure社、Shikun & Binui Solel Boneh Infrastructure社、

Shikun & Binui Real Estate Development社、Shikun & Binui Real Estate社、

Shikun & Binui Environment社）を介して、イスラエル国内外の不動産、建設、イン

フラ関連及びエネルギー関連事業を経営・運営している。 

 

財務状態 

卖位：百万NIS
2008

資産総額 7,323 6,820 7,249 6,691
株主資本 376 112 192 105
純利益/損益 128 112 87 90  

 

④水道  

Miya：都市用水道管理企業。 

  

その他、Arison Investments社は、長期的投資のための新分野を模索中である。関心

の高い分野として、空気浄化システムや大気改善システム、輸送機器に係る環境技術、

基礎食品の品質向上システム、生活・産業に係る必要不可欠な資源の品質や技術の改善

などがある。 
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 Salkind◓ꜟכⱪ ðElco  

 

概要と沿革 

Elco Holdings Ltd社は、1949年、小さな配電変圧器メーカーとして設立。長期間に

渡る合併と買収により、同グループの事業は多角化し、現在は幅広い分野（家電、空調、

機械、電気機器、電力製品及び不動産）に及ぶ大手工業グループである。  

 

①Electra Ltd.  

ビルディングのインフラ構築管理及びサービス提供。具体的には、空調ユニット、エ

レベーター、衛生管理、電気・配管の設置と保守、不動産管理や資産運用（主にElectra 

Real Estate Ltd.社を通じて実施）。  

 

②Electra Real Estate Ltd. 

イスラエル国内外での不動産事業を実施。  

 

③Airwell Air Conditioning B.V.  

中国、ヨーロッパ、米国、アルゼンチン、イスラエルにおいて、家庭用及び商業用の

空調システムの開発・製造。ヨーロッパを始めとする世界各地における同空調システム

の販売。 

 

④Electra Consumer Products (1951) Ltd.  

イスラエルにおけて、同社の家電販売チェーンを通じて、家電製品（空調、コンピュ

ーター、携帯電話機器を含む）の輸入・販売。  

 

⑤Elco Landmark Residential Holdings LLC.  

米国单東部における賃貸用住宅開発及び運営管理。 

 

ブランド 

Electra Consumer Products (1951) Ltd社は、「Philips」、「Miele」、「Liebherr」、

「Sauter」「GE」及び「Sanyo」などの世界的に認知された有名なブランド名の代理店

を務める。また、「Electra」のブランド名の大型家電製品、オーディオ、映像機器等を

提供している。さらに、「Lenovo」、「IBM」、「Lite oN」及び「Kingston」などの

コンピューターおよび周辺機器も販売している。 

イスラエルにおけるSony Ericson携帯電話機器の代理店であるElectra Cellular 

Communications社の株式の50％を保有。  
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財務状態 

卖位：百万NIS
2009 2008 2008 2007

資産総額 16,353 17,088 16,566 17,620
株主資本 2,047 2,103 1,955 2,372
純利益/損益 6 65 51 208  

 

 

 Greenfeld ðSchnor◓ꜟכⱪ- Kardan◓ꜟכⱪ  

 

概要 

新興市場、主に中欧、東欧、及び中国で事業を実施している。Kardanグループの3つ

の主要分野は、不動産、金融サービスおよび水道関連事業である。さらに同グループは、

子会社であるKardan Israel社を通じて、自動車、消費財、通信及びハイテク分野で事業

を展開している。  

Kardanグループは、「Globe Trade Centre（GTC）」のブランド名で不動産部門を

運営している。GTC社は、現在、中・東欧、中国及び西欧の3つの地域で活動している。 

Kardan Israel社はテルアビブ証券取引所に上場しており、①不動産、②自動車と消費財、

③通信とハイテク分野の3つの分野で事業を展開している。  

 

事業部門 

不動産、金融サービス、及び水道関連事業。  

 

ブランド 

Kardanグループ、Kardan Israel社、及びそのグループ会社であるUMI社、Dan Rent 

a Car (Avis Israel)社、及びSFDI社を通じて、イスラエルにおける自動車と消費財分野

の事業を実施している。 Kardan Israel社は、General Motors Group（GMグループ）

のイスラエル総代理店であるUMI社の株式40％を保有している。UMI社は、

「Chevrolet」、「Buick」、「Chevy Trucks」、「Cadillac」、「Opel」（ヨーロッ

パで生産）および「Isuzu（いすゞ）」（日本・タイで生産）を輸入・販売している。

さらに、UMI社は「Isuzu（いすゞ）」トラックを輸入し、株式の50％を保有する関連

会社のUniversal Trucks Israel Ltd.社を通じて国内で販売している。SFDI社は、イス

ラエル国内で「Whirlpool」や「Bauknecht」などの大型家電を販売している。  
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財務状態 

卖位：百万NIS
2009 2008 2008 2007

資産総額 30,147 26,344 27,817 4,272
株主資本 5,883 6,056 5,891 1,073
純利益/損益 -299 351 913 250   

 

 

 Biran ðWeissman◓ꜟכⱪ - Alon Israel  

 

概要と沿革  

Alon社は、1989年、イスラエルの燃料販売分野における規制緩和を機に設立された。

1993年に、イスラエルにおける最初の国営ガソリンスタンドをオープンして以来、継続

的に成長を続け、イスラエルの燃料販売の20％以上の市場シェアを占めている。 

1999年9月、エネルギー関連の上場企業で、Dor Energy (1988) Ltd.社（現在は「Dor 

Alon」として知られる）の株式65％を取得し、2001年にはDor Energy社の残りの株式

を取得した。  

2000年には、Alon USA社を設立して米国へ営業範囲を拡大、Fina社からBig Spring製

油所及び関連のパイプライン、基地局、営業所等を取得した。2003年、Alon社は、イス

ラエルの2大スーパーマーケット・チェーンの1つである「Blue Square」を買収した。 

 

事業部門 

Alon社の主要事業は以下の3部門となっている。 

(1) 米国エネルギー部門  

(2) イスラエル小売部門  

(3) イスラエル・エネルギー部門 

 

 

 Shoval◓ꜟכⱪ - Export Investment Corporation  

 

概要 

1963年設立。  

 

事業部門 

銀行部門：テルアビブ証券取引所に上場しているJerusalem銀行の株式を保有。  

投資部門：不動産、ホテル及び金融市場。 
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ホテル部門：英国ホテル・チェーンを所有するPuma Hotels plc社へ投資。  

インドにおけるホテル開発・建設に従事するインド企業INBM社へ投資。  

不動産部門：エルサレムにおける住宅建設・開発へ出資。  

金融市場部門：イスラエル国内外の証券やその他の金融商品へ投資。  

 

財務状態 

卖位：百万NIS
2009 2008 2008 2007

資産総額 9,545 9,206 9,283 9024
株主資本 474 429 410 430
純利益/損益 35 24 39 53  

 

 

 Azrieli◓ꜟכⱪ  

 

概要 

Azrieliグループは、収益性の高い大手ショッピング・センターやオフィス・ビルディ

ングを含むホールディング会社である。また、同グループは、上場企業であるGranite 

HaCarmel社を含む、エネルギー、水道、環境及び塗装分野の子会社を有している。 

 

事業部門 

エネルギー、環境及び水処理技術関連。 

Azrieliグループは、上場企業であるGranite HaCarmel holdings company社の経営

権を有している。Granite HaCarmel社は、ガス、エネルギー分野、塗装分野及び環境

分野で事業を展開している。また、同社は、Sonol社、Tambour社、Supergas社、及び

GES社の株式も保有している。これらの企業を通じて、Granite HaCarmel社は、燃料・

石油製品、潤滑油、の流通・販売、塗料の製造・販売、排水処理、脱塩処理、発電、不

動産投資、携帯電話通信インフラ事業など様々な分野の事業に携わっている。  

 

財務状態(2008のみ) 

収益：約67億NIS  

EBITDA：約16.5億NIS  

所有地総面積：約100万㎡ 

イスラエル国内最大のショッピング・モール・グループ：  

モール数：9  

モール総面積：約18万㎡ 
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①Granite Hacarmel Investments  

 

概要 

2006年、Canit Hashlom Investments LTD (Canit)が、AzrieliグループからGranite

社の過半数株式獲得し、経営権を取得した。  

Granite社は、1981年に設立。1992年にテルアビブ証券取引所（TASE）に上場した。 

 

事業部門 

Granite社とその子会社は、エネルギー、水・環境、インフラ関連、塗装及び化学品

分野で事業を展開している。イスラエルでの活動に加え、特に環境、エネルギー及び塗

装分野においては、海外市場への進出している。  

 

②その他のグループ会社 

Sonol社及びその子会社は、国内215カ所のガソリンスタンドと、ガソリンスタンド併

設のコンビニエンス・ストア「SoGood」90店舗を管理・運営している。 

 

Tambour社は、イスラエルにおける大手塗料ブランドである。同社は年間5千万リッ

トルの塗料を、1,200店舗及び500の工場へ販売している。また、同社は、塗料、試供品、

印刷用インク及び石膏製品の製造・輸入・販売も手掛けている。  

 

Supergas社は、業界大手のガス会社であり、イスラエル国防軍（IDF）への独占的な

ガス供給企業である。Supergas社の顧客は、42万もの法人・個人顧客から構成されてい

る。さらに、ヨーロッパ单東部での低圧ガスの販売も行っている。  

 

GES ð Global Environmental Solutions.社は、水の脱塩処理および排水浄化事業を

行っている。同社は、海水・塩水の脱塩処理、排水および排水浄化、産業廃水の浄化、

水用の特殊化学薬品の開発、中小規模の水処理ユニット設備を製造している。  

 

Green Anchors社は、無線通信分野企業に対する通信サイトの設計、管理、保守、運

営及びリースを行っている。 

 

財務状態 

卖位：百万NIS
2009 2008 2008 2007

資産総額 3,851 4,318 3,891 4,089
株主資本 756 822 721 749
純利益/損益 44 27 -76 53   
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 Borowitz-Zavludowicz◓ꜟכⱪ - Knafaim Holdings  

 

概要 

現在の主要な持株会社は、El Al航空（旧イスラエル国営航空会社）である。  

 

沿革 

1980年に設立。1993年にはテルアビブ証券取引所の上場企業となった。2005年、El Al

航空の経営権を取得した。  

 

事業部門 

航空輸送事業。  

 

財務状態 

卖位：百万NIS
2009 2008 2008 2007

資産総額 8,447 7,712 7,913 7,944
株主資本 406 1,015 628 1,286
純利益/損益 -266 -225 -104 203  
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 Elezra Holdings  

 

概要 

不動産、建設、保険及び自動車リース分野で事業を展開。  

 

沿革 

2001年、イスラエル政府からAfridar社（不動産）を買収。  

2002年、自動車リース企業のAlbar financing services社を買収 

2006年10月、Israel Land Development Insurance Holdings社の経営権を取得。  

2007年、グループ内再編成を行う。  

2008年、建設会社のRamet社を買収。  

 

事業部門 

一般保険及び生命保険。  

販売用住宅ユニット、商用及びオフィス・ビルディングの開発、計画、建設。  

自動車リース業。  

 

財務状態 

卖位：百万NIS
2009 2008 2008 2007

資産総額 7,072 7,129 7,458 6,927
株主資本 58 96 13 103
純利益/損益 -5 -4 -24 18  

 

 

 Federmann Enterprises ð Dan Hotels, Elbit systems  

 

概要と沿革 

Dan Hotels Israel社は、イスラエルで最も古く、最大のホテル・チェーンである。  

1947年6月に設立され、現在では「Dan 」チェーンは、13のホテルと高級アパートメン

ト・ホテル、ショッピング・センター、国際会議場、ホテルマン養成学校などを所有し、

その経営に携わる。  

Dan Hotels社は、1982年以降、テルアビブ証券取引所に上場しており、株式の87％

はFedermannファミリーが所有している。Federmann Enterprises Ltd社は非公開会社

である。  
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事業部門 

軍事用エレクトロニクス、マイクロ・エレクトロニクス関連、ハイテク産業への投資、

ホテル産業、建設及び不動産事業。 

 

主要企業 

①Dan Hotels  

財務状態 

卖位：百万NIS
2009 2008 2008 2007

資産総額 1,353 1,319 1,350 1,270
株主資本 637 636 631 641
純利益/損益 30 68 104 136   

 

②Elbit Systems  

財務状態 

卖位：百万NIS
2009 2008 2008

資産総額 11,527 9,996 11,156
株主資本 2,973 1,959 3,043
純利益/損益 440 212 776   

 

 

 Eisenberg ðGesunheit◓ꜟכⱪ - Arad Investments  

 

概要と沿革 

1963年に設立。Eisenberg- Gesundheitフループは、1998年にユダヤ機関から経営

権を取得した。 

 

事業部門 

不動産、建設、ITアウトソーシング、コンピューター・ソフトウェア/ハードウェア及び

建築資材 

 

財務状態 

卖位：百万NIS
2009 2008 2008 2007

資産総額 5,876 3,321 6,450 3,209
株主資本 1,151 991 1,199 981
純利益/損益 -31 22 70 106  
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 Alrov◓ꜟכⱪ - Alrov Israel  

 

概要と沿革 

Alrovグループは、イスラエルの大手不動産会社の1つで、1978年、CEO兼会長のAlfred 

Akirov氏によって設立された。同グループの不動産部門であるAlrov Properties & 

Lodgings社は、ハイクラスのホテル・商業施設・住宅不動産の開発・建設・経営管理に

携わっている。  

Alrovグループはタワー住宅、オフィス・ビルディング、複合商業施設、ホテル及び

高齢者向け住宅を所有し、運営・管理している。 

また同グループは、イスラエルの大手ホテル、エルサレムにある「The David Citadel 

Hotel」を所有・運営している。現在、イスラエル最大の多目的施設「Alrov Mamilla 

Project」も開発中である。  

グローバル展開と、スイスにおける商業施設の不動産投資が、主な収益源となってい

る。 

テルアビブ証券取引所の上位100社（TASE 100 Index）に含まれている。 

 1994年以降、ハイテク分野への投資を積極的に行っている。  

Alrovグループは、ハイテク産業に対して、子会社（株式の78％を保有）である

Technorov Holdings社経由での直接投資か、及び大手ベンチャー・キャピタル・ファン

ドを通じた間接的な投資を行っている。Technorov社は、インターネット、IT、ライフ

サイエンス等の分野を中心に投資している。  

その他、同グループは、Protalix社やNST社など株式も保有している。 

さらに同グループは、大手ベンチャー・キャピタル・ファンド10社への投資を行って

いる。主な分野には、インターネット、ソフトウェア、通信、携帯電話、ライフサイエ

ンスなどである。  

 

事業部門 

不動産、ホテル、ハイテク企業やベンチャー・キャピタル・ファンドへの投資。  

 

財務状態 

卖位：百万NIS
2009 2008 2008 2007

資産総額 6,054 5,343 5,614 5,018
株主資本 1,171 1,387 917 1,411
純利益/損益 130 38 -423 350  
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 Fishman◓ꜟכⱪ  

 

概要 

イスラエル最大の民間投資グループの1つ。  

近年、Fishmanグループは、海外市場において、特に不動産や小売業の分野が好調であ

る。北米、西欧、東欧及びバルカン地方やロシアでの大型プロジェクトを立ち上げてい

る。  

 

事業部門 

不動産、小売業（「Home Center」、「Beitili」、「Best Buy」、「ID Design」な

ど）、メディア（「Globes」：国内最大の経済新聞社、「Yediot Haronot」：国内最大

の新聞社）及びテレコミュニケーション分野（「Hot」社や「012」社など）。  

 

ブランド 

「Celio」、「Toys "R" Us」、「ID Design」、「IDE Mobler」  

 

「Darban 」社 

子会社や関連会社を通じて直接的/間接的に、イスラエル、カナダ及びドイツでの不動

産事業に従事。ロシア、インド及びCIS諸国にも持株会社を有している。  

 

財務状態 

卖位：百万NIS
2009 2008 2008 2007

資産総額 4,643 4,792 4,671 4,355
株主資本 1,229 1,283 1,194 1,290
純利益/損益 24 68 -24 196  

 

金融危機の影響 

不動産事業において、賃貸収益は大幅な打撃を受けていない。開発途上国における投

資用不動産の価格下落に伴い、新規プロジェクトを契約せず、全てのプロジェクトの計

画・設計を見直した。 
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 Elovitch◓ꜟכⱪ - Eurocom◓ꜟכⱪ  

 

概要 

Eurocomグループは、イスラエル最大のプライベート・グループの１つ。通信部門、

金融・投資部門、不動産部門の3つの大きな事業部門を有している。1979年の設立後、

一企業から国内有数のビジネスグループへと成長した。  

 

事業部門 

Eurocom Communications社：  

1986年に設立されたイスラエル最大の通信企業の１つ。同社は、テレコミュニケーシ

ョン・サービス（注3）、メディア産業、衛星通信サービス、家電製品、インターネッ

ト及びデータ会社を有している。 

 

ブランド 

①Eurocom communications社のグループ各社：  

ü Eurocom Digital Communications： OA機器、電子通信機器、家庭用・ビジネス

用家電製品の大手販売企業で、「Panasonic」などの世界有数ブランドの代理店を

務める。 

ü DM Engineering：システム・インテグレーション分野における大手企業。  

ü Eurocom Cellular Communications：1993年以来、イスラエルにおける「Nokia」

ブランドの代理店。  

ü Internet Gold：テレコミュニケーション分野全般に携わる大手企業。  

ü Radio Holdings：イスラエルの大手地域ラジオ局グループ。  

ü Spacecom：大西洋をまたぐ4つの地域（中東、アフリカ、ヨーロッパ、米国）にお

いて、通信サービスを提供する人工衛星「Amos」を活用した衛星放送事業。 

ü SatLink Communications：アジア、ヨーロッパ、中東、米国など世界中をカバー

する衛星放送サービス。  

ü Gilat Satcom：固定式・可動式衛星放送の大手サービス・プロバイダー。 

 

②Eurocom Capital investments社のグループ各社： 

ü Eurocom Capital Finance：グループの金融部門。  

ü Eurocom Capital Underwriting：Eurocomグループ内企業を始めとした公開会社

に対する引き受け業務などのサービス提供。  

ü Sahar Investments：同社は、Eurocomグループがカバーしていない地域以外での

                                                   
（注3）2009年 10月、イスラエルの国内通信事業者「Bezeq」を買収した。 
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投資を行う企業。テルアビブ証券取引所（SAIN）に上場している。  

 

不動産 

ü Eurocom Real Estate社は、1988年に設立された不動産投資及び開発会社。  

ü E.G.R.E Ltd.社は、不動産及び開発プロジェクトの運営・管理を実施。住宅、商業

施設、オフィス・ビルディング、倉庫及びショッピング・モールの設計・開発。 

 

 

 Shimong, Gaon, David◓ꜟכⱪ - B. Gaon Holdings  

 

概要 

B. Gaon Holdings Ltd社（Gaonグループ）は、故Benjamin David Gaon氏によって、

1998年に設立された。  

 

事業部門 

同グループの主な事業部門は、以下の3つの部門。  

小売・貿易業：服飾用品、家庭用品、自動車用品、農業用品、化粧品及び農業生産物。  

農業関連事業：水道インフラ関連事業、ガス・下水道用製品の製造・販売、水道・下水

処理プロジェクト。  

金融サービス：証券取引仲介業務、年金や投資信託、その他財務資産管理。  

なお、2007年8月に、同社の4つ目の事業の柱となる不動産分野をスタートさせ、テル

アビブ証券取引所上場企業であるGaon Real Estate Ltd社に同事業を集約させた。 

 

財務状態 

卖位：百万NIS
2009 2008 2008 2007

資産総額 1,321 4,786 4,246 4,626
株主資本 355 324 321 188
純利益/損益 5 2 6 11  

 

 

 Nimrodi◓ꜟכⱪ - Israel Land Development Corporation (ILDC)  

 

概要と沿革 

1909年、イスラエルの土地の取得と開発を目的として、英国に設立された。 

1953年、イスラエルで登記され、以降、テルアビブ証券取引所に上場。1988年、Nimrodi

ファミリーによって買収された。1991年から2006年までは保険業務も行ってきたが、
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2006年に同部門は売却。1992年に、Maariv Holdings社を通じて出版分野での事業を開

始した。1992年からは、屋外広告事業も展開している。 

 

事業部門 

ILDCグループは、直接投資及び投資会社を介した間接投資を通じて、主に4つの分野

で事業を行っている。主な事業部門は、不動産、出版、屋外広告及びホテルなどである。  

 

不動産部門：イスラエル、カナダ及びポーランドにおける投資用不動産の運営・管理・

リース、住宅用物件の建設。  

 

出版部門：「Maariv」新聞の発行、その他の地元新聞や様々な雑誌チェーン、及びイン

ターネットサイト「Maariv nrg」の運営を実施。これらの事業は、Maariv 

Modiin Publishing社の傘下にあり、テルアビブ証券取引所で上場されてい

るMaariv Holdings Ltd.社によって実施されている。  

 

屋外広告部門：屋外広告（印刷・電子広告）サービスを提供。これらの事業はRapid Vision 

Ltd社を通じて実施。 

 

ホテル部門：イスラエル国内でのホテル・チェーンの経営・管理。これらの事業は、テ

ルアビブ証券取引所に上場しているILD Hotels社によって実施されている。 

 

財務状態 

卖位：百万NIS
2009 2008 2008 2007

資産総額 3,716 3,734 3,730 3,745
株主資本 824 999 852 1,018
純利益/損益 12 9 -93 -11  

 

 

 Meiman◓ꜟכⱪ- Ampal Israel  

 

概要 

Ampal社は1942年に設立。現在、主にイスラエルを拠点とする企業、もしくはイスラ

エル関連企業の株式を保有している。同社は、投資時期と効果・効率的な投資に重点を

置いた投資戦略に基づき、主にエネルギー、化学品、不動産、プロジェクト開発及びレ

ジャー産業に投資しており、それらの投資先企業に対して影響力を行使している。 
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事業部門 

化学品部門： 

化学品産業で使用される原材料用の液体化学品の流通・販売を行うGadot社によって

実施。 

 

エネルギー部門： 

エジプトにおける合資企業EMG社への投資が中心。エジプトからイスラエル、その

他の東地中海沿岸部及びその他の地域への天然ガス輸出権を取得している。EMG社は、

東地中海パイプラインを経由して、イスラエルのエネルギー市場とエジプトの国有天

然ガス供給ラインをつなぎ、2008年5月からガスの供給を開始した。 

EMG社は、当該パイプラインと、その出発地点であるエジプトのEl Arish市と、到

着地点であるイスラエルのAshkelon市における関連施設を開発・所有し、運営管理に

携わっている。 

EMG社のイスラエル市場における最初の契約は、2005年に締結されたIsrael 

Electric Corporation社との契約で、15~20年以上にわたって年間2.1BCM量の天然ガ

スを供給するものである。さらにEMG社は、イスラエル市場向けの天然ガス供給につ

いて、必要とされる年間7.0BCM量の追加契約の交渉中である。 

このプロジェクトは、イスラエル及びエジプト両政府間で合意された契約によって

実施されている。契約の内容は、EMG社をエジプト産天然ガスの公認輸出業者とし、

イスラエル国内におけるEMG社の課税控除を保証し、エジプトからイスラエルへの海

底パイプラインを通じてイスラエルへガスを供給するというエジプト政府の保証を確

約するものである。 

  

レジャー部門：関連会社であるCountry Club Kfar Saba Ltd.社により実施されてい

る。  

 

財務状態 

卖位：百万NIS
2009 2008 2008

資産総額 3,516 3,357 3,558
株主資本 939 832 913
純利益/損益 -4 -93 -64   
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 Alroy◓ꜟכⱪ - KMN holdings  

 

概要と沿革 

1947年、故Israel Mendelson氏が、イスラエル北部のHaifa市に粗鋼製品販売企業とし

て設立した。1962年、同社はMendelsonファミリーが100％所有するプライベート企業と

なり、1993年に株式公開された。 

2004年、実業家のRoni Elroy氏がIsraeli Mendelson Technical and Engineering 

Supplies Co. Ltd. 社を買収した。2005年にはホールディング会社として上場し、KMN 

Holdings（Mendelsonグループ）に名称変更した。  

 

事業部門 

商取引、航空産業、小売業、産業、不動産及び金融業。  

 

財務状態 

卖位：百万NIS
2009 2008 2008 2007

資産総額 2,187 2,230 2,275 2,263
株主資本 440 437 426 546
純利益/損益 -8 27 19 69   

 

金融危機の影響  

2009年上半期の財務報告書によると、金融危機による需要減退と、金属及び不動産の

大幅な価格下落により、グループ内の一部企業に影響を及ぼしたと報告された。しかしな

がら、同社の多角経営と堅調な財務状況、効果的な対策、その他の相対的な強みにより、

この不況を乗り切ることができると見ている。 

 



69 
Copyright (C) 2010 JETRO. All rights reserved. 

 

 Zilca◓ꜟכⱪ ð Queenco Leisure International  

 

概要 

新興国市場を中心に娯楽施設やカジノ等の商業施設を開発・所有している。同グルー

プは、現在、ギリシャのLoutraki市（アテネ中心地から約80km）に「Casino Loutraki」

を、そしてロードス島に「Casino Rodos」の所有し、また、ルーマニアのブカレスト市

内中心地に「Casino Palace」、さらにセルビアの首都ベルグラード市にも高級カジノ

「Casino Beograd」を所有・運営している。 

同グループは現在、全体で約1,627台のスロット・マシンと、163台のゲーム・テーブ

ルにてカジノを運営している。 

その他、ギリシャでは、ホテルやレストラン、ブカレスト・ベルグラードではレスト

ランなど、同社カジノ所在地に複合的事業を展開している。2009年3月、チェコ・プラハ

市中心部に「SaSaZu」ブランドで、スロット・マシン・ホール、ナイトクラブ、アジア

ン・レストラン、ガーデン・カフェを併設する商業施設をオープンさせた。  

 

沿革 

1995年 「Loutraki」カジノの運営を開始。2002年、「Loutraki」ホテルをオープン。  

1999年 「Rhodes」カジノの運営を開始。2002年、同建物内にホテルをオープン。  

2004年 「Rhodes Casino Company」の出資率を91.6%に増資。  

1995年 「Bucharest」カジノの運営を開始。2007年以降は（多数の持株会社を経由して）、

2007年6月13日に同社の100%子会社となった「Queen Romania Ltd.」が運営を

行う。 「Casino Beograd」は、2007年6月30日に一部を、2008年2月に完全に

オープンした。  

2007年 プラハ市内に借地権を購入後、2009年3月に「SaSaZu」商業施設をオープンし

た。この商業施設は、同グループの100%子会社が所有している。 同子会社は

2002年に設立され、2003年1月に「Loutraki」及び「Rhodes」カジノの経営権

を取得した。2004年、同グループは、更なるカジノ開発を目的として、ブルガ

リアに不動産を購入した。 

2005年 同グループは「Loutraki」の事業を拡大し、新しいカジノ・ホールをオープン。

2005年12月、「Casino Beograd」を所有するセルビア企業「Grand Casino d.o.o. 

Beograd」が、ベルグラードにおけるカジノの独占経営に関する10年間のライセ

ンス権利を取得した。  

2007年から2008年にかけて、カンボジアの土地購入に関する2つの契約交渉を開始した。  

2008年12月 「QLI」グループのグループ会社である「Club Hotel Loutraki S.A.」が、

「Casino Austria AG」（「CAAG」）から、「CAAG」が所有する「Casino Beograd」
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の株式51%を4200万ユーロで購入した。これにより、同グループの「Casino 

Loutraki」への出資比率が90%に増加し、同グループの保有株式は30.7%となっ

た。 

 

事業部門 

ホテルおよびカジノ 

 

財務状態 

卖位：百万NIS
2009 2008 2008 2007

資産総額 2,075 2,218 1,912 2,462
株主資本 1,360 1,407 1,338 1,659
純利益/損益 9 45 -9 387  

 

 

 Brenner◓ꜟכⱪ - Agri Invest  

 

概要 

株式の64％を保有するKamor社を通じて事業運営。  

 

事業部門 

自動車、タイヤ、不動産及び海運業。  

イスラエルやブルガリアへの、自動車、ミニバン、オートバイ、及び関連部品等の輸入。  

 

ブランド 

BMW（ドイツ）、Husqvarma（イタリア）、ダンロップ（Dunlop、タイヤ）、ヨコ

ハマ（Yokohama、タイヤ）など。また、中国のCherry Automobileからの車両輸入も予

定。 

 

財務状態 

卖位：百万NIS
2009 2008 2008 2007

資産総額 1,821 1,573 1,783 1,598
株主資本 237 206 204 266
純利益/損益 26 -19 -36 55  
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 Feldman◓ꜟכⱪ - Polar investments  

 

概要 

1963年に設立され、テルアビブ証券取引所に上場している。  

 

事業部門 

イスラエル、米国及びヨーロッパにおける不動産、インフラ関連及び観光分野において事

業を展開。  

 

財務状態 

卖位：百万NIS
2009 2008 2008 2007

資産総額 1,535 1,706 1,507 1,713
株主資本 325 376 304 449
純利益/損益 18 -52 -125 53  

 

 

 Tabhum◓ꜟכⱪ - Inter Gamma  

 

概要 

1965年に設立。1998年以降、Tanhum Oren氏（53％の株式を所有。1977年より取締

役）がInter-Gamma社の経営権を保有。同社は1984年にテルアビブ証券取引所に上場。

世界各国にて800人の従業員を有している。  

 

事業部門 

通信、インフラ関連、ハイテク関連、不動産関連等。  

 

ブランド 

ü General Engineers社：欧米大手企業の「General Electric」、「Babcock Wilcox」、

「Copes」、「Stock」等の代理店。同社を通じて、ガス・タービン、ボイラーなど

の発電用設備、環境保護システム、固形廃棄物処理及びリサイクル・システム、大気

汚染制御システム・設備等を販売。 

ü Tech Data社：「Cisco」、「AMD」、「Microsoft」、「WD」、「Seagate」、「富

士通（Fujitsu）」、及びその他の大手サプライヤーの製造したハードウェア/ソフト

ウェア製品を販売。  
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財務状態 

卖位：百万NIS
2009 2008 2008 2007

資産総額 1,169 1,039 1,146 1,118
株主資本 471 408 461 466
純利益/損益 31 13 47 84  

 

 Fogel Nakash◓ꜟכⱪ - The Ampa Group  

 

概要 

1933年に設立されたAmpaグループは、以下の通り、様々な事業を展開している。 

 

①金融サービス部門 

ノンバンク金融サービスを提供するAmpa Capital社を介して、グループの金融サービス

を運営する。同社及び子会社が発行した社債はテルアビブ証券取引所で取引されている。

同社及び同社の子会社は、イスラエル国内において、金融信販、貿易金融・債権買取業務、

自動車リース、およびクレジットカード・ローンの提供という4つの主要分野において、

金融ソリューションを提供している。  

 

②不動産部門 

キブツやモシャブ関連プロジェクト、及びその他の不動産プロジェクトの開発、運営、管

理など。  

 

③消費財部門 

Amcor International社を介して、空調、空気清浄機、除湿機、扇風機、入浴製品及びGPS

ナビゲーション・システム等、幅広い製品・商品を開発設計、製造、販売している。同社

の本社は香港にあり、米国、英国、オランダ、シンガポールそしてイスラエルに子会社が

ある。  

 

④工業部門 

イスラエル最大のプラスチック梱包メーカーであるAmraz社によって、清涼飲料水、食

料品、化粧品、家庭用品用向けのボトル、容器、梱包材等を製造・販売している。イスラ

エル及びルーマニアの4つの工場で生産している。  

 

⑤サービス部門 

Ampa Consumer Products Service Ltd.社は、家電製品の修理サービスを提供している。 
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 Shrem Fudim◓ꜟכⱪ  

 

概要 

Shrem Fudimグループ (SFG)投資銀行は、1991年に設立されて以来、イスラエル国内外

の顧客（多国籍企業、政府機関、個人投資家等）に対して、幅広い金融サービスを提供し

ている。保有資産合計は250億ドル以上で、幅広い国際投資と事業の多角化を進めている

テルアビブ証券取引所上場企業である。 

 

事業部門 

ü 投資銀行業務  

ü 引受業務・仲介業務  

ü ベンチャー・キャピタル業務  

ü 資産管理  

ü ハイテク関連、工業及び不動産分野への直接投資  

 

財務状態 

卖位：百万NIS
2009 2008 2008 2007

資産総額 1,554 2,612 1,719 2,794
株主資本 209 607 322 856
純利益/損益 -124 -146 -399 -2   

 

 

 Strauss◓ꜟכⱪ  

 

概要 

イスラエルで2番目に大きな食品・飲料会社であるStraussグループは、ここ数年間で海

外事業の拡大に成功し、国際企業となった。従業員数は約11,600人、16カ国・19ヵ所の

製造拠点を有している他、「Danone」、「PepsiCo」、「Lavazza」等の大手多国籍企

業と提携している。テルアビブ証券取引所上位25社（TASE 25 Index）に含まれている。 

Straussグループは、中欧、東欧、ブラジル及び米国においても、様々なブランドの食品・

飲料製品の製造・販売を行っている。Strauss Holdings Ltd.社が経営権を有している。  

 

事業部門 

加工食品  
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財務状態 

卖位：百万NIS
2009 2008 2008 2007

資産総額 5,804 5,282 5,435 4,988
株主資本 2,734 2,032 2,698 1,968
純利益/損益 147 159 507 293  

 

 

 Shmeltzer◓ꜟכⱪ  

 

概要 

同グループは、1974年にShlomo Shmeltzer氏によって設立された。現在では、イスラエ

ル最大の自動車リース及びレンタカーグループ、電気機械制御システムメーカー、造船所

及び物流倉庫等を有している。 

 

事業部門 

自動車リース及びレンタカー、保険、工業、造船所及び物流倉庫 

 

財務状態（Shlomo Holdings社） 

卖位：百万NIS
2009 2008 2008 2007

資産総額 5,726 6,024 5,742 5,542
株主資本 615 616 596 577
純利益/損益 18 42 25 79   

 

 

 Kaz and Shachar◓ꜟכⱪ  

 

概要 

同グループは、1967年に設立され、従業員数は1,500人以上。 

2008年における自動車グループの年間売上額は、1兆2430億ドル以上であった。  

 

事業部門 

自動車及びトラックの輸入・販売、特に、Volvo、Honda（ホンダ）等の車両や関連部品

の輸入・販売。自動車リースやレンタカー事業等。  

その他、中古車販売、バスの開発・製造・組立、公共交通機関の運営、東欧・中欧におけ

る自動車・輸送分野への投資、イスラエル内外での不動産開発（ホテルを含む）。  
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ブランド 

自動車：Volvo、Jaguar、Honda（ホンダ）  

トラック：Volvo、Renault  

バス：Volvo  

オートバイ：Honda（ホンダ）  

タイヤ：Michelin  

レンタカー：Hertz 

 

 

▬☻ꜝ◄ꜟ≢─ⱦ☺Ⱡ☻  

 

 ▬☻ꜝ◄ꜟ─ⱦ☺Ⱡ☻  

ü イスラエル人は、一般的に、卖刀直入で短期間に物事を終わらせることを好む。その

ため、プロジェクトを計画する際は、月ごとではなく、日ごと、または週ごとでのタ

イム・スケジュールを設定することが効果的である。  

ü イスラエル人は、数々の戦争や紛争を経験し、現在も常に政治不安の中で生活してい

ることから、「将来」ではなく「現在」を最重視する傾向がある。  

ü 会議や打ち合わせ中でも、電話や割り込みが入ることが多々ある。形式にとらわれな

いというイスラエルでのビジネス文化においては、人間関係や人との会話が重視され

ることから、会議や打ち合わせ中においても、中断相手と長い会話が交わされること

もある。これは、国際的マナーにおいては、不快で失礼と解釈されるが、イスラエル

においては、一度に幾つもの作業をこなすことは効率的と解釈されている。  

ü 交渉の場おいては、交渉条件・要求は非常に厳しく、またその反面、交渉自体はオー

プンでフレンドリーに展開される。 

ü イスラエル人と交渉する際は、同意された事項を記述することが大切である。形式に

とらわれず人間関係を重視するイスラエルのビジネス環境においても、やはり口頭で

述べられた内容よりも記述された事項の方が重視される。  

ü イスラエル人の意思決定の段階においては、感覚的及び直感的なファクターが重視さ

れる傾向がある。 

 

 ┘ⱪꜝ▬ⱬה♩כ☻Ɑכ☻ 4  

イスラエル人は、外国人がイスラエルを訪問する際、それぞれの母国のマナーに従っ

て行動すると想定しているため、ビジネスの場において、ビジネス・スーツを着ることが

無難である。イスラエル人は一般的に、ビジネスの場においても、ジーンズ、カジュアル

                                                   

（注4）「Tips for Doing Business in Israel」（台北のイスラエル経済・文化事務所発行） 
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パンツ、半そでの開襟シャツなどの服装であるが、イスラエルを訪問する外国人が、イス

ラエル人と同様にカジュアルな服装をしていると、逆に混乱して、外国人の訪問客である

ことを忘れてしまい、同僚の様に（またはイスラエル特有の「同じ軍隊の仲間」の様に）

一層フレンドリーに扱ってしまうことがある。そのため、最初の面会ではなく、2回目以

降の面会からカジュアルな服装に変更することが望まれる。  

そのため、カジュアル過ぎない服装が望ましく、外国からの訪問客であるという認識

が高まり、適切に対応してもらえる。 

例えば、イスラエルにおける最初の面会が、真夏の暑い日の場合は、スーツを着用し

つつも、スーツのジャケット（上着）は着用しないという服装が良い。 

 

イスラエル人は、人と人との間におくプライベート・スペースが狭く、家族や親戚同

士のように、互いに良くスキンシップをとる習慣がある。その反面、意外なことに、握手

をする習慣はあまりない（最近では、握手が習慣となり始めている）。そのため、イスラ

エル人が反射的に握手を求めなくても気分を害す必要はなく、自分から握手を求めても問

題は無い。 

 

また、イスラエルでは、スマイルとスキンシップを上手に使うことが第一印象を良く

するポイントであり、また、視線を合わせて会話することも非常に大切である。 

イスラエル人は、プライベート・スペースが狭く相手の間近に立つことがあるので、

外国人にとってはプライベート・スペースを侵害されたと感じがちであるが、それは一般

的なものである。もちろん、多尐距離をとって自分に必要なプライベート・スペースを確

保することも可能であるが、これによりイスラエル人と親密なコミュニケーションを図る

ことは難しくなる。  

 

イスラエル人では、ファースト・ネームを呼び名として使用することが一般的である。

外国からの訪問者に対しては、敬意を示すために「Mr.」または「Ms.」の敬称をつけて

呼ぶことが多いが、その場合は、ファースト・ネームで呼ぶよう提案すると、急速に親密

かつ率直なコミュニケーションが図れるようになる。  

 

イスラエルでは、名刺の交換は一般的なビジネス慣習ではない。最近では、名刺交換

が頻繁に行われるようになってきているが、未だ名刺を準備していないイスラエル人ビジ

ネスパーソンもいる。これに対しては、特段失礼と受け取る必要は無く、逆に、形式にと

らわれないイスラエル式のビジネス・スタイルを求めていると理解すると良い。また、会

議や打ち合わせの際には、常にコーヒーやソフトドリンクなどの飲み物を勧めることも一

般的であるため、自国でイスラエル人を接客する場合も、同様にコーヒーやソフトドリン

クなどの飲み物を勧めると喜ばれる。 
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  כꜗ♅☻▼☺ 

イスラエル人は常に、すぐに行動に移れるよう準備しているため、多くのイスラエル

人の座り方は、上品に座るよりも、いつでも迅速に立てる準備をしている様な、尐し落ち

着きのない座り方をしている人が多い。  

また、会議や打ち合わせ中に、イスラエル人が背もたれを揺らしたり、手を伸ばして

頭の後ろで組んだりしていることがあるが、イスラエル人はこれを横柄な態度として振る

舞っているつもりは一切なく、卖なる形式張らないジェスチャーなだけである。 

 

ה    

イスラエル人は、非常に情熱的で表現が豊かである。そのため、日常会話においても、

互いに大声で会話していることがよくある。ビジネス上でも、同僚に対して怒鳴っていた

と思ったら、その直後にはお互いに抱き合ったりする。 

また、イスラエル人は好奇心が高く、「結婚しているのか」、「給料はいくらか」な

どといったプライベートな質問も、ごく普通に質問する。その場合は、「給料は十分では

ない」「給料はまあ十分だ」等、一般的で、かつ親近感のある回答をすると良い。 

イスラエル人の給料は、欧米における同等の職種よりも、およそ50％低いとされてい

る。さらに、税金も高く、また生活費もニューヨークやロンドンと同等かそれ以上とも言

われている。 

 

   

イスラエル人は、非常に短期間で結果を出すことを好む。数ヵ月先、または数年先の

プランなどの話をすると、「真剣ではない」と解釈され、イスラエル人パートナーの関心

を失う可能性もある。そのため、長期的なプランについて話し合う際も、短・中期的なプ

ランを提案したり、日ごと、または週ごとの現実的な業務について話し合うことが望まし

い。 

同様に、長期的な思考があまりないので、突然会議に呼ばれたりすることもある。 

また、時間に対しても厳格ではなく、15分から20分ほどの遅刻は特段珍しいことでは

なく、逆にこちら側が遅れることについても、特段気にしない。一方で、こういったビジ

ネス文化は近年変わりつつあり、特にハイテク企業等は、自ら時間に厳格であることを誇

っていることもある。しかしながら、納期や事業の締め切りを設定する際には、十分な時

間的余裕を設定することが望ましい。 

 

イスラエル人は、朝食や昼食にあまり長い時間をかけない。時間を無駄にしているよ

うにさえ解釈されることもある。長時間に及ぶ会議などの際は、会議室にサンドイッチ等

の軽食を持ち込んで、一緒に食べることも良い。 
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一方で、就業時間後は、よりリラックスした対応になることが多く、特に夕食の招待

は喜ばれる。夕食の際には、スポーツや家族について、あるいはイスラエルの文化や歴史

について、質問を交えつつ、また時には褒め言葉も忘れずに、ビジネスの話を続けると良

い。食事中にビジネスの話を続けることは、イスラエル人にとっては自然なことである。

しかしながら、イスラエルの政治や宗教についての話は避けた方が無難である。イスラエ

ル人側からその話題話が持ち上がった場合は、聞き役になるのが無難である。 

また、食事に招待する場合には、イスラエル人のゲストが宗教戒律を守っているか否

かを確かめ、もし宗教戒律を遵守しているゲストの場合は、コシェル（ユダヤ教上の食事

に関する戒律）のレストランへ招待すると良い。イスラエル人は、一般的にあまりお酒を

飲まないが、ビール・ワイン等のアルコール飲料を勧めることは問題がない。  

 

   

イスラエルのビジネスパーソンは、交渉術が非常に優れている。交渉条件・要求レベ

ルは高く、それをフレンドリーに交渉してくる。イスラエル人にとって、冷房のきいた会

議室でのビジネス交渉と、青空市場での野菜の値段交渉は同じである。例えば、りんごを

100ドルで販売したいとする場合、まずは、それよりも高い価格を提案して、交渉の結果、

当初予定通りの100ドルまで割引する。これがイスラエル人の交渉コンセプトと言える。

さらに、イスラエル人は交渉が大好きである。そのため、交渉にあたっては、相手の思考

を事前に研究し、想定外の価格が提案されても感情的にならないことが必要である。 

交渉通訳をつけると、交渉中にイスラエル人の同僚同士が、ヘブライ語で打ち合わせ

し始めることを避けることができる。また、交渉通訳をつけることにより、交渉相手のイ

スラエル人と「同じ土俵」で対等に交渉が出来、またビジネス文化のギャップを埋めるこ

とも出来るので、非常に効果的である。 

また、どんなに緊密な関係を築いた交渉相手だとしても、交渉後には、その合意内容

を全て書き留めることが重要である。書面に残すことで、後々の誤解を避けることが出来

る。交渉の場に弁護士を連れて来る必要はないが、契約書などの書類を作成する場合には、

事前に弁護士に目を通しておいてもらう方が良い。万が一、外国企業側が契約違反した場

合には、裁判沙汰になる可能性もある。 

前述の通り、イスラエル人は交渉を長期化させることを好まず、迅速に締結すること

を好む。これは、交渉が苦手という訳ではなく、卖にせっかちなだけである。イスラエル

人は一般的にあまり忍耐力がなく、全てのことに対して、すぐに決着をつけたがる。これ

らは、これまでの紛争の歴史や戦争体験によるものでもあり、「将来」ではなく「現在」

を最重視する傾向がある。 
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 ╡   

イスラエル人は、とてもフレンドリーである。家や外食に招待する場合は、社交辞令

ではなく、本当の友人関係を求めて、心から招待する。「いつでも立ち寄って下さい」と

言う場合は、本当に立ち寄ってもらうことを期待しているし、相手にも期待する。 

招待された場合には、快く受け入れて、良好な友人関係を築き上げると良い。ビジネ

ス関係においても人間関係が非常に重要視される。  

また、イスラエルにおいては、招待された場合は、その訪問時の手土産として、花束、

チョコレート、ワインなどを持参することが一般的である。あるいは、企業等を訪問する

場合、自国の文化や芸術に関する本や、自社のロゴが入ったペンのセットや、卓上世界時

計などのギフトも好まれる。 
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 ⱦ☺Ⱡ☻◓ꜟכⱪ  

 

IDBH  

3 Azrieli Center, 44'th floor  

Tel-Aviv 67023, Israel  

Tel: +972-3-6075777  

Fax: +972-3-6075778  

Email: info@idb.co.il  

 

FIBI  

Haharva 21  

Tel Aviv 64739  

Tel: 03-6854477  

Fax. 03-6854488  

Email: mail@fibi-inv.co.il  

 

Paz Oil Company Ltd.  

Euro Park, Holland Building  

Kibbutz Yakum 60972, ISRAEL  

Fax: 09-8641714  

phone: 1800-774-774  

 

Ofer Group  

Ramat Aviv Tower  

40 Einstein St.  

P.O.B # 11  

Tel Aviv, 69102 Israel  

Tel: +972-3-7456060  

Fax: +972-3-7604650  

email: general@oferg.com  

 

Israel Corporation  

Millennium Tower  

23 Aranha Street  
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P.O. Box 20456  

Tel Aviv 61204 Israel  

Tel: +972-3-684-4500  

Fax +972-3-684-4570  

 

Delek Group Headquarters  

7 Giborei Israel Street  

POB 8464  

Netanya 42504  

Tel: +972 9 863 8444  

Fax: +972 9 885 4955  

Email: contact@delek.co.il  

 

Africa Israel  

4 Derech Hachoresh St.  

Yahud  

Tel: +972-3-5393535 76  

Fax: +972-3-6321730  

 

Elco  

21 Shaul Hamelech Blvd.  

Tel Aviv 64367  

Tel: 03-6939696  

Fax. 03-6939689  

 

Arison Investments  

Golda Center, 23 Shaul Hamelech Blvd.,  

Tel Aviv, Israel 64367  

TEL 972-3-7180200  

FAX 972-3-7180222  

E-MAIL arison-investments@arison.co.il  

WEBSITE www.arison.co.il/investments  

 

Kardan N.V  

The Netherlands  

Claude Debussylaan 30 Viñoly Building, 13th floor 1082 MD Amsterdam  
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Tel: +31 (0)20 - 305 00 10 Fax. +31 (0)20 - 305 00 11  

Mail us: info@kardan.nl  

 

Alon  

France building, Europark  

P.O Box 10, Yakum 60972, Israel  

Tel: 972-9-9618500  

Fax: 972-9-9514333  

 

Export  

Hehad Haam 9  

Tel Aviv 65251  

Tel: 03-5107476  

Fax. 03-5102786  

 

Knafaim  

Aba Hilel Silver 12  

Ramat Gan 52008  

Tel: 03-7539750  

Fax. 03-7539799 77  

 

Elezra Holdings  

Afridar Commercial center  

Ashkelon 78150  

Tel: 08-6730726  

Fax. 08-6735853  

 

Federmann Enterprises  

99 Hayarkon St.  

Tel Aviv, 63432  

Tel: *972 3 520 2555  

Fax *972 3 524 8722  

E-Mail Info@Federmann-Ent.com  

 

Azrieli Group  

1 Azrieli Center,  
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Tel Aviv 67021 Tel: 972-3-6081300 Fax: 972-3-6081380 Website: 

www.azrielicenter.co.il  

 

Arad investments  

Har Sinai 3  

Tel Aviv 65816  

Tel: 972-3 - 7130200  

Fax: 972-3-5606955  

 

Alrov  

Rothschild Blvd.. 48  

Tel Aviv 66883  

Tel: 972-3-7147777  

Fax: 972-3-7147778  

 

Fishman Group  

Rubinstein House  

20 Lincoln St.,  

Tel Aviv 67134  

Tel: +972-3-5652200  

Fax: +972-3-5652210  

 

Eurocom Group  

2 Dov Friedman St.,  

Ramat Gan 52503,  

Tel: 972-3-7530900  

Fax: 972-3-7529699  

E-MAIL info1@eurocom.co.il  

WEBSITE www.eurocom.co.il  

 

B. Gaon Holdings Ltd.  

Gibor Building,  

6 Kaufman Street, 78, Tel Aviv 68012.  

Tel: +972-(0)3-7954100  

Fax: +972-(0)3-7954103  
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The Israel Land Development Company Ltd.  

2 Shenkar Street ,  

Tel - Aviv 68010  

Tel: +972-3-7962222  

FAX: +972-3-7962241  

 

AMPAL  

10 Abba Even St., Ackerstein Tower C, 9th Floor, P.O.Box 12215, Herzliya 46733, 

Israel  

E-mail: main@ampal.com  

Tel: 972-9-952-6000  

Fax 972-9-952-6001  

 

KMN holdings  

85 Medinat Hayehudim St,  

Business Park, Herzlia Pituach 46140,  

Tel: 972-9-9701801,  

Fax: 972-9-9701889  

 

Queenco Leisure International  

11 Menachem Begin St  

Rogovin-Tidhar Tower  

Ramat-Gan, Israel  

qli@queenco.co.il  

Tel: +972 375 66555  

Fax: +972 375 66500 79  

 

Agri Invest  

C/O Kamor  

Hamasger 16  

Tel Aviv 6776  

Tel: 972 - 3 - 6899010  

Fax: 972-3- 6874748  

kamor@kamor-group.co.il  

 

Polar Investments Ltd.  
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Or Tower ð Tower B  

4 Hanechoshet St.  

Ramat Hachayal  

Tel: 972-37650800  

Fax: 972-3-7650871  

 

New York Office  

HFZ Capital Group  

Madison Ave.,  

New York,  

New York 10022  

USA  

 

Inter-Gamma Investment Company Ltd.  

16 , Abba Eban Ave.  

Herzelya Pituach, Israel  

P.O.B 389 Herzelya B. 46103  

Tel: 972-9-9521890 Fax: 972-9-9521800  

E-mail: yigal@intergama.co.il  

Website: www.intergamma.co.il 80 

 

Shrem Fudim Group  

Platinum House  

21 Ha'arba'a Street  

Tel Aviv 64739  

Israel  

Tel: +972 (3) 684-5555  

Fax: +972 (3) 684-5554  

E-mail: info@sf-g.co.il  

 

Ampa Group  

Sapir 1  

Herzlia Pituach 46733  

Tel: 972-9-9708444  

Fax: 972-9-9708433  

e-mail: info@ampa.co.il  
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Strauss Group  

49 Hasivim st.  

Petach Tikva  

Tel: +972-3-6752111  

Email Address: Contact@Strauss-Group.com  

 

Shmeltzer Group  

Hayetzira 22  

Petah tikva 49103  

Tel: 972-3-9297788  

Fax: 972-3-9245969  

e-mail: management@shlomo.co.il 81  

 

Kaz-Shachar group  

50 Hamasger St.,  

Tel Aviv 61201  

Tel: 972-3-5689999  

Fax: 972-3-5621399  

WEBSITE www.mct.co.il 
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